
                      

 

 

２０１４年日本政府年次報告 

「労働監督に関する条約」（第８１号） 

(2013 年 6月 1日～2014 年 5月 31 日) 
                                                              

１．質問Ⅰについて 

前回までの報告に、 

作業環境測定法施行令（昭和５０年政令第２４４号） 

作業環境測定法施行規則（昭和５０年労働省令第２０号）。 

 を追加する。（別添１「適用条文」参照） 

  

２．質問Ⅱについて 

〔第１０条〕 

前回の報告を以下の通り改める。 

労働基準監督官の数は、本条の各規定の事項を十分考慮して決定されている。 

２０１４年３月３１日現在において、専門技術者を含む労働基準監督官３，９４

８人が配置されており、各都道府県別の配置数は下表のとおりである。 

 

都道府県別労働基準監督官数（２０１４年３月３１日現在） 

 

北海道 167 東京 341 滋賀 41 香川 44 

青森 52 神奈川 176 京都 89 愛媛 53 

岩手 52 新潟 97 大阪 247 高知 34 

宮城 75 富山 47 兵庫 165 福岡 145 

秋田 48 石川 51 奈良 36 佐賀 39 

山形 48 福井 42 和歌山 47 長崎 52 

福島 81 山梨 36 鳥取 31 熊本 53 

茨城 81 長野 89 島根 40 大分 44 

栃木 68 岐阜 84 岡山 67 宮崎 44 

群馬 68 静岡 128 広島 105 鹿児島 53 

埼玉 128 愛知 204 山口 67 沖縄 38 

千葉 108 三重 69 徳島 34 本省 40 

 合計 3,948 

 

鉱務監督官については、２０１４年５月１日現在１１０人であり、各地区別の員

数は下表のとおりである。 
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地区別鉱務監督官数（２０１４年５月１日現在） 

 

 地区別 現在員数 地区別 現在員数 

北海道 

東北 

関東 

中部 

近畿 

   １８ 

   １０ 

   ２１ 

    ６ 

    ９ 

中国 

四国 

九州 

那覇 

本省 

   １０ 

    ８ 

   １８ 

    ４ 

     ６ 

 合計 １１０ 

 

【２０１３年専門家委員会オブザベーションへの回答について】 

○条約第３条１（ｂ）及び第１３条。福島第一原子力発電所での放射性物質

の汚染除去作業に従事する労働者（「緊急作業員」）に関する予防措置。 

（１）労働者の放射線被ばく線量が見直された件について 

東電福島第一原発内では、東京電力と多くの協力企業により作業がなさ

れているが、この見直しは、東京電力と協力企業の内部被ばく線量の評価

方法に一部乖離があることが判明したことが発端である。内部被ばく線量

は、同じ測定値であっても、放射性物質をいつ摂取したか、という仮定に

より、評価される線量に大きな違いが発生する。各事業者は、放射性物質

を摂取した時期が不確かな中で、それぞれの判断に基づいて、摂取日を設

定していた。このため、日本政府は、合理的な範囲内で可能な限り安全側

な評価となるよう、摂取日を作業開始日に統一するよう指示したものであ

る。従って、再評価後の線量が過大評価であり、再評価前の線量が正しい

可能性もある。このように、連合が指摘する「労働者の放射線被ばく線量

が間違って記録され、実際の被ばく線量は記録された数値を超えていた」

という問題ではなく、真の値が不明な中、労働者保護の観点から間違って

も過小評価にならないように、安全側な評価を行ったということである。

この再評価により、４７９人（約２．５％）の労働者について、内部被ば

く線量の見直しを行った。 

 

（２）労働者が退職した後の期間を含めた中長期的な健康管理について 

①２０１１年３月から同年１２月１６日までの間は緊急被ばく線量を２

５０mSv に引き上げていた。緊急作業に従事した労働者約２万人につい

ては、厚生労働省のデータベースに登録した上で（登録者には登録証を

交付）、事業者から定期的に報告される被ばく線量や健康診断結果等を

入力するなど、国が責任を持って一元管理を行っている。 

②通常時の年間被ばく線量の上限である５０mSv を超えて被ばくした労

働者については、①に加え、健康管理のための手帳を交付し、被ばく線

量に応じて法定の健康診断に追加してがん検診等を実施するよう、大臣

指針により事業者に求めている。また、退職者については、これらの検

診等を国が実施している。 
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（３）原子力事業者が実施する労働者保護措置に関する監督とモニタリング

について 

①作業開始前の放射線リスクに関する事前訓練については、関係法令に

より作業開始前に、学科教育と実技教育で合計７時間の特別教育を実施

することを義務付けており、監督指導により履行を確保している。 

②安全な作業環境の整備については、定期的な立ち入りによる監督指導

を実施し、法令の履行確保を行っている。なお、過去の実績では、１月

に最低１回の監督指導を実施している。 

③１mSv/日を超えるおそれのある作業については、作業計画を事前に監

督署に提出させ、その審査の過程において、適切な保護具を着用してい

るかの確認や被ばく線量の低減措置についての助言指導を行っている。 

④労働者のメンタルヘルスの問題の防止については、指針に基づいて事

業者にメンタルヘルスも含む健康相談の実施を求めるとともに、政府は

対面及び電話による無料の健康相談窓口を設置しており、緊急作業に従

事した労働者の健康不安に対して十分な対応を取っている。 

 

（４）除染電離則を含む労働安全衛生法令の適用に対する監督の詳細情報と

関係する統計データの提供について 

除染電離則の適用状況については、違反件数や違反条文を含む監督指導

の実施状況について、毎年公表しているところである。また、東電福島第

一原発において監督指導を行った内容については、厚生労働省の指導内容

と東京電力の対応結果について公表を行っている（注１）。これら広報資

料や関係する法令・ガイドライン等については、すべて英文に翻訳し、厚

生労働省の英文ＨＰの専用ポータルサイトを通じて海外発信しており、国

内のみならず海外に対しても、必要な情報発信を行っているところである。 

 

（５）東電福島第一原発で働く労働者の被ばく線量のモニタリングのために

監督機関が行う中長期的対策について 

①まず、緊急作業従事者については、上記（２）で述べたとおり、厚生

労働省が構築したデータベースに、被ばく線量等を入力管理していると

ころである。 

②また、現在東電福島第一原発内で働く労働者については、法令で、事

業者に対して被ばく線量の記録を３０年間保管することを義務づけ、監

督指導により履行確保を行っている。 

③さらに、東京電力は、法令の義務を確実に履行するため、自発的に、

放射線管理手帳及び中央データベースによる被ばく線量の一元管理制度

を構築している。その中で、東京電力は、この制度に加入していない労

働者の原発内での作業を禁止している。 

政府としては、これらの措置が確実に実施されるよう、定期的な監督指

導を実施している。 
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（６）監督指導に対して東京電力が実施した措置について 

事故当初は、線量測定、被ばく防止、教育、健康管理等について、様々

な問題が発生した。日本政府としては、これらの問題に対して、東京電力

の本店や発電所に対して、累次の行政指導を実施した。改善には一定の時

間を要したものもあるが、基本的に、全ての課題を解決することができた。

これらの解決のために東京電力が実施した措置については資料（注２）を

作成しているので参照されたい。 

 

（注１） 

＜日本語版＞ 

・２０１３年１月 18 日 除染等業務を実施している事業者に対する監督指

導の状況等について 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000002szf4.html 

・２０１３年７月 24 日 除染事業者に対する監督指導結果（２０１３年 1 月

～6 月）及び事業者に対する要請について 

http://fukushima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/var/rev0/0109/5699/20

137259045.pdf 

・２０１４年３月 12 日 除染事業者に対する監督指導結果について 

http://fukushima-roudoukyoku.jsite.mhlw.go.jp/library/fukushima-rou

doukyoku/kantoku/pdf/201431393943.pdf 

＜英語版＞ 

・TEPCO Fukushima Daiichi NPP 

 http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/workers/tepco/ 

・Current status of supervision and instructions provided to employers 

engaged in decontamination works.  

http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/workers/ri/pr/pr_1301

18.html 

・Results of supervision/instructions to employers of decontamination 

works (January –  June, 2013) and request to the employers 

http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/workers/ri/pr/pr_1307

24.html 

・Results of supervision/instructions to employers of decontamination 

works 

http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/workers/ri/pr/pr_1403

12.html 

 

（注２） 

・response and Action taken by the Ministry of Health, Labor and Welfare 

of Japan on radiation Protection for Workers Involved in the TEPCO 

Fukushima Daiichi Nuclear Power Plant Accident 
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http://www.mhlw.go.jp/english/topics/2011eq/workers/tepco/rp/irpw

.pdf 

 

○第５条（b）、第６条、第１０条、第１１条及び第１６条。労働基準監督署

の再編と労働基準監督官の新規採用数の減少。労働基準監督官の身分及び雇用

条件。 

１．労働基準監督署の再編 

労働基準監督署は、３２１署及び４支署の労働基準監督署を有している。こ

の労働基準監督署の設置については、地域の事業所数及び労働者数並びに交通

事情等を踏まえ、個別に考慮し設置している。 

この労働基準監督署の再編を検討し、実施するに当たっては、必要に応じて

地域の労使をはじめとした関係者と密接な協議を行うこととしている。なお、

オブザベーションで重ねて、労働基準監督署の再編に関する社会的パートナー

との協議の結果について詳細情報の提供が要請されているが、2008 年以降、市

町村合併に伴う労働基準監督署の形式的な所管区域変更を除き、労働基準監督

署の縮小を伴う再編を検討し、実施したことはないことを強調しておきたい。 

 

２．労働基準監督官の新規採用数の削減 

（１）労働基準監督官の新規採用数の削減が及ぼす影響 

  ２０１３年オブザベーションにおいて、「新規採用者数は２００９年には

２１６人、２０１０年には１７７人、２０１１年には７６人、２０１２年に

は１０１であったことに留意する」と述べられているが誤りであり、正しく

は、新規採用者数は、２００９年には９９人、２０１０年には９６人、２０

１１年には７６人、２０１２年には１０１人である。（別添２「労働基準監

督官採用試験実施状況」参照） 

労働基準監督官の新規採用数については、２０１１年度以降の新規採用抑

制方針により、２０１１年度は７６人、２０１２年度は１０１人、２０１３

年度は４５人の新規採用者数にとどまり、全国の労働基準監督官数は、２０

１１年度は３，９７９人、２０１２年度は３，９６１人、２０１３年度は３，

９４８人となった。 

しかしながら、２０１４年度の採用については、新規採用抑制方針が変更

されたことに伴い、２１０名を新規採用することができた。 

また、２０１５年度の採用についても、２０１４年度と同程度の労働基準

監督官を採用することとしている。 

なお、定期監督等の実施件数については、２０１１年は１３２,８２９件、

２０１２年は１３４,２９５件、２０１３年は１４０，４９９件となってお

り、新規採用者数の減少に関わらず増加傾向にあり、適切な監督指導を実施

した。 

また、送検件数についても、２０１１年は１,０６４件、２０１２年は１,

１３３件、２０１３年は１，０４３件となっており、新規採用者の減少によ

る大きな影響は認められず、人件費を抑制しつつも、効率的に業務を実施し
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ていた。 

よって、労働基準監督官の新規採用数の削減による労働基準監督の機能の

実効性への悪影響は見られない。 

 

（２）労働基準監督官の新規採用数の削減などの改革が労働基準監督官の身分

及び雇用上限に及ぼす影響 

新規採用抑制は、新規採用者を採らないことにより、総人件費を削減す

るために実施されたものであるため、労働基準監督官の身分（権限）及び

個人の給与水準が直接的に影響を受けるものではない。 

 

（３）「上限値を定める方式」（the so-called “ceiling system”）の詳細

及び廃止理由 

「上限値を定める方式」とは、日本の厳しい財政状況の下、国家公務員

の人件費の抑制を進めるため、２０１０年に政府の基本方針として閣議決

定されたものである。具体的には、新規採用者数を政府全体として２００

９年度実績の一定割合にとどめるものとし、各省ごとの採用者数の上限値

は上記の範囲内で決定するとしたものである。 

「上限値を定める方式」が廃止された理由として、政府の報告書（閣議

決定された文書）において、新規採用については、業務の適切かつ円滑な

実施のため機動的・弾力的に行うことができるよう、採用者の上限値を定

める方式をやめることとした旨言及している。 

 

【２０１３年専門家委員会ダイレクトリクエスト（直接要請）への回答につい

て】 

（１）労働災害防止団体と協力して中小企業に提供した災害防止についての技

術的な情報や助言 

  労働災害防止団体は、会員企業からの会費により運営されているが、一部、

政府からの補助金による支援も受けて、中小規模事業場の安全衛生の取組に

関する技術的アドバイスを無料で実施するなど、政府が重要視する中小企業

の安全衛生対策の底上げのため、貢献している。例えば、中央労働災害防止

協会は中小規模事業場を対象として、集団研修や個別の作業現場を見た上

で、安全衛生水準向上に向けたアドバイスなどを行う中小規模事業場安全衛

生サポート事業、また、同じく中小規模事業場を対象として、安全衛生の相

談窓口を設けて、各種問題解決に向けたアドバイスを行う中小規模事業場安

全衛生相談事業を行っている。 

また、中小規模事業場における災害防止等に関して政府が委託する労働災

害防止対策事業（例えば、①機械のリスクアセスメント等の促進等事業や中

小規模事業場におけるリスクアセスメント等の実施促進のため研修事業②

マニュアル作成・研修の実施などによる足場の設置が困難な高所作業での墜

落防止対策事業③マニュアル作成・研修の実施などによる陸上貨物運送事業

の荷役作業における墜落・転落防止対策事業④化学物質や精神的健康に着目
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したリスク評価手法についての研修事業）を競争入札等により受託し、これ

までに培ってきた知見を活かしつつ事業を運営するなど、幅広い分野におい

て政府の中小企業支援施策推進のため重要な役割を果たしている。 

 

（２）労働基準監督官により行われた労働災害防止対策 

 労働災害を防止するため、国が重点的に取り組むべき事項を定めた中期計

画である「第 12 次労働災害防止計画」（２０１３年度～２０１８年度）にお

いては、「労働災害の総件数を減少させるための重点業種」として、①第三

次産業、②陸上貨物運送事業を、「重篤災害を減少させるための重点業種」

として、③製造業、④建設業をそれぞれ掲げている。各業種の２０１３年に

おける労働災害発生状況は下表のとおり。 

 

 ○ ２０１３年における業種別労働災害発生状況 

 
休業４日以上 

の死傷災害（人） 
死亡災害（人） 

① 第三次産業 51,420 282 

② 陸上貨物運送事業 14,190 107 

③ 製造業 27,077 201 

④ 建設業 17,189 342 

全業種 118,157 1,030 

 

上記に掲げたそれぞれの業種における対策としては、主として、以下のよう

な事項を実施した。 

①第三次産業 

  ・ 第三次産業における指導対象事業場が膨大かつ、多岐にわたることを

踏まえ、２０１３年度は、第三次産業のうち、「小売業」、「飲食店」、「社

会福祉施設」を中心に自主点検の勧奨や集団指導を行うことにより業種

全体の遵法意識や安全衛生水準の向上を図った。加えて、問題が認めら

れる事業場に対する個別指導等を実施した。 

  ・ また、各業種において多発している腰痛に着目し、「職場における腰

痛予防対策指針」に基づく腰痛防止対策の推進を図った。 

 

 ②陸上貨物運送事業 

  ・ 「陸上貨物運送事業における荷役災害の安全対策ガイドライン」に基

づく対策について、集団指導や個別指導により陸上貨物運送事業者に対

して徹底を図るとともに、あらゆる機会をとらえ、荷主や配送先等に対

しても労働災害防止上必要な事項の実施を周知・指導した。 

・ また、陸運関係行政機関との連携により、陸上貨物運送事業者や荷主

等を対象としたセミナー、陸運業者に対する合同による監査・指導を実

施した。 
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③製造業 

  ・ 機械による「挟まれ、巻き込まれ」などに伴う死亡災害をはじめとす

る重篤災害の防止を図るため、監督指導や個別指導を実施した。特に、

監督指導、個別指導の実施に当たっては、改正労働安全衛生規則（２０

１３年１０月施行）に基づく食品加工用機械の安全対策について周知・

指導を徹底した。 

・ また、製造業の事業場のうち、仕事の一部を関係請負人に請け負わせ

て仕事を行っている事業場に対しては、労働災害防止上、元方事業者に

よる総合的な安全衛生管理が必要不可欠であることから、監督指導、個

別指導の際には労働安全衛生法第３０条の２に基づく措置（元方事業者

の労働者及び関係請負人の労働者の作業が同一の場所で行われることに

よる労働災害を防止するために元方事業者が講ずべき措置）の徹底を図

るとともに、あらゆる機会を捉え「製造業における元方事業者による総

合的な安全衛生管理のための指針」に基づく取組の推進を図った。 

 

 ④建設業 

  ・ 全国的な工事量の増加に伴う管理者や技能労働者不足を踏まえ、集団

指導、監督指導、個別指導などあらゆる機会をとらえ、安全衛生教育の

徹底を指導するとともに、管理者や技能労働者の不足に伴い、取組が低

調となることが懸念される建設現場における統括安全衛生管理の徹底

を図った。 

  ・ 高所での作業中における「墜落・転落」などに伴う死亡災害をはじめ

とする重篤災害の防止を図るため、事業場に対し、監督指導や個別指導

を実施した（多くの労働局においては、一定の期間を設け、「一斉監督

・個別指導」として実施）。 

  ・ 特に、足場からの墜落・転落災害の防止については、監督指導、個別

指導の実施はもとより、労働安全衛生法第８８条に基づき労働基準監督

署に届出がなされる足場の設置計画の受付時等の機会も活用し、法令に

基づく措置の徹底はもとより、墜落防止上実施することが望ましい「よ

り安全な措置」についても併せてその普及を図った。 

・ 鉄骨切断機等の車両系の解体用機械については、多くの建設物の解体

工事現場で使用され、労働災害が増加していたため、労働安全衛生規則

等の改正（２０１３年７月施行）により、新たに労働安全衛生法令によ

る規制の対象とし、安全対策について周知・指導を徹底した。 

 ・ 発注機関連絡会議等の場を活用し、建設工事の発注者となる公共工事

発注機関に対し、安全衛生に配慮した発注条件の設定等を要請した。 

 

上記のほか、労働災害を発生させた事業場に対しては、通常、現地調査

を実施し、その結果を踏まえ、司法処分も含め、必要な是正指導等を行っ

ている。また、災害の重篤度などを勘案し、再発防止講習会の開催や文書

による指導・要請はもとより、再発防止策書の提出を求めるなど、災害発
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生事業場における同種災害の防止や安全衛生水準の向上に資する取組を実

施している。 

 

※ ２０１３年の労働基準監督機関における定期監督等の実績は、１４０，４９

９件（うち、製造業３３，４９８件、建設業４６，４７５件）の定期監督等を

実施し、安全基準及び衛生基準について規定した労働安全衛生法第２０条から

２５条までのいずれかに違反したとして、是正勧告した件数は３０，１８９件

（うち、製造業１０，８７５件、建設業１６，７１６件）、送検した件数は３

５３件（うち、製造業９２件、建設業１８２件）であった。 

 

（３）専門家会議の予算的、物質的資源及び活動 

  「都道府県労働局安全衛生労使専門家会議」については、地域における労

働災害防止対策、労働者の健康確保対策の進め方等について意見を聴取し、

安全衛生に係る諸対策等に反映させることを目的として、全ての都道府県労

働局において２０１１年から開催している。具体的には、都道府県労働局ご

とに、メンタルヘルス対策や中小企業でのリスクアセスメントの導入促進に

ついての議論、建築工事現場の視察などを行い、委員からの意見を施策に反

映している。都道府県労働局安全衛生労使専門家会議の設置要綱(例)は別添

３のとおりである。２０１３年度における予算額は約９００万円、会議に参

画いただいている委員数は約５００名である。 

 

（４）労働基準行政システム 

  労働基準監督機関が監督指導等を実施した際には、指導を実施した年月

日、事業場名、指導事項、送検事項等主要な情報について、労働基準行政情

報システムに入力することとしている。当該情報は、労働基準監督官の日常

の監督指導等に活用されている 。 

労働基準監督年報作成の際には、当該情報の中から、必要な情報を個別に

確認するとともに、全体の数字について集計することも可能であるため、同

システムを活用している。 

 

３．質問Ⅲについて 

  前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

４．質問Ⅳについて 

  前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

５．質問Ⅴについて 

  前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

６．質問Ⅵについて 

  本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 
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   （使用者団体）一般社団法人 日本経済団体連合会 

   （労働者団体）日本労働組合総連合会 
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(別添１) 

作業環境測定法施行令                  

 

(昭和五十年八月一日) 

(政令第二百四十四号) 

 

 内閣は、作業環境測定法（昭和五十年法律第二十八号）第二条第三号、第四十九条

第一項及び附則第六条の規定に基づき、この政令を制定する。 

 

（指定作業場） 

第一条 作業環境測定法（以下「法」という。）第二条第三号の政令で定める作業場

は、次のとおりとする。 

一 労働安全衛生法施行令（昭和四十七年政令第三百十八号）第二十一条第一号、

第七号、第八号及び第十号に掲げる作業場 

二 労働安全衛生法施行令第二十一条第六号に掲げる作業場のうち厚生労働省令

で定める作業場 

 

（登録講習機関の登録の有効期間） 

第二条 法第三十二条第四項の政令で定める期間は、五年とする。 

 

（手数料） 

第三条 法第四十九条第一項の政令で定める手数料の額は、次の各号に掲げる者の区

分に応じ、当該各号に定める額とする。 

一 法第四十九条第一項第一号に掲げる者 イ又はロに掲げる者の区分に応じ、そ

れぞれイ又はロに定める額 

イ 第一種作業環境測定士試験を受けようとする者 一万三千九百円（厚生労働

省令で定める試験の科目（以下この号において「特定科目」という。）の全部

が免除されるときは、一万六百円）。ただし、特定科目以外の試験の科目の数

が一を超えるときは、その超える一科目ごとに三千三百円を加算した額 

ロ 第二種作業環境測定士試験を受けようとする者 一万千八百円 

二 法第四十九条第一項第二号に掲げる者 同号の登録の更新の申請一件につき

二万九百円 

三 法第四十九条第一項第三号に掲げる者 別に政令で定める額 

四 法第四十九条第一項第四号に掲げる者 同号の登録の申請一件につき二万五

千八百円 

五 法第四十九条第一項第五号に掲げる者 イ又はロに掲げる者の区分に応じ、そ

れぞれイ又はロに定める額 

イ 作業環境測定士登録証の再交付又は書換えを受けようとする者 作業環境測

定士登録証の再交付又は書換えの申請一件につき三千四百五十円 

ロ 作業環境測定機関登録証の再交付又は書換えを受けようとする者 作業環境

測定機関登録証の再交付又は書換えの申請一件につき二千三百円（行政手続等

における情報通信の技術の利用に関する法律（平成十四年法律第百五十一号）

第三条第一項の規定により同項に規定する電子情報処理組織を使用する場合
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（以下「電子情報処理組織を使用する場合」という。）にあつては、二千二百

五十円） 

六 法第四十九条第一項第六号に掲げる者 イ又はロに掲げる者の区分に応じ、そ

れぞれイ又はロに定める額 

イ 合格証の再交付を受けようとする者 合格証の再交付の申請一件につき千六

百円 

ロ 都道府県労働局長が行う講習修了証の再交付を受けようとする者 別に政令

で定める額 

 

第四条 法第四十九条第一項の規定による手数料は、国に納付するものにあつては申

請書又は申込書に当該手数料の額に相当する額の収入印紙をはることにより、指定

試験機関又は指定登録機関に納付するものにあつてはそれぞれ法第二十五条第一

項に規定する試験事務規程又は法第三十二条の二第四項において準用する法第二

十五条第一項に規定する登録事務規程で定めるところにより納付しなければなら

ない。ただし、国に納付するもののうち、電子情報処理組織を使用する場合に係る

ものは、厚生労働省令で定めるところにより、現金をもつて納めることができる。 

２ 前項の手数料は、これを納付した後においては、返還しない。 

 

 

附則 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この政令は、法の施行の日（昭和五十年八月一日）から施行する。ただし、

附則第八条の規定（労働安全衛生法施行令第二十一条の見出しを改める部分を除

く。）は、法附則第四条のうち労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第

六十五条の改正規定中同条に四項を加える部分の施行の日から施行する。 

 

（作業環境測定士の業務等に関する経過措置） 

第二条 法第二条第五号及び第六号並びに第十二条第二項の規定の適用については、

法第三条の規定の施行の日の前日までの間は、法第二条第五号中「労働大臣の登録

を受け、指定作業場について作業環境測定の業務を行うほか」とあるのは「労働大

臣の登録を受け」と、「事業場（指定作業場を除く。次号において同じ。）」とあ

るのは「事業場」と、同条第六号中「労働大臣の登録を受け、指定作業場について

作業環境測定の業務（労働省令で定める機器を用いて行う分析（解析を含む。）の

業務を除く。以下この号において同じ。）を行うほか」とあるのは「労働大臣の登

録を受け」と、「業務を行う者」とあるのは「業務（労働省令で定める機器を用い

て行う分析（解析を含む。）の業務を除く。）を行う者」と、法第十二条第二項中

「期間を定めて指定作業場についての作業環境測定の業務の停止若しくは」とある

のは「期間を定めて」とする。 

 

（作業環境測定士の資格等に関する経過措置） 

第三条 昭和五十二年七月三十一日までに法第五条の作業環境測定士試験に合格し

た者は、同条の規定にかかわらず、同条に規定する講習（以下「講習」という。）
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を修了しない場合であつても、昭和五十三年七月三十一日までの間は、作業環境測

定士となる資格を有する。 

 

第四条 昭和五十年八月一日において現に労働安全衛生法第二条第四号に規定する

作業環境測定（他人の求めに応じて事業場における当該作業環境測定を行うことを

業とする者が行うものに限る。）の業務に従事している者で、同日において当該業

務（第一条各号に掲げる作業場に係るものに限るものとし、補助的な業務を除く。）

に三月以上従事した経験を有し、かつ、法第十五条各号のいずれかに該当するもの

は、法第五条及び前条の規定にかかわらず、作業環境測定士となる資格を有する。 

２ 前項の規定により作業環境測定士となる資格を有することとされた者は、昭和五

十一年八月一日以後は、法第七条の登録（以下「登録」という。）の申請をするこ

とができない。ただし、その後において、その者が法第五条又は前条の規定により

作業環境測定士となる資格を有するに至つた場合は、この限りでない。 

３ 第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有することとされた者（昭和五

十二年七月三十一日までに法第五条の規定により作業環境測定士となる資格を有

するに至つた者を除く。次条において同じ。）が受けた登録は、その者が同日まで

に法第五条の作業環境測定士試験に合格しなかつたときは、同日限り、その効力を

失う。 

 

第五条 附則第三条又は前条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有す

ることとされた者（同条第三項の規定に該当する者を除く。）が受けた登録は、そ

の者が昭和五十三年七月三十一日までに講習を修了しなかつたときは、同日限り、

その効力を失う。 

 

第六条 附則第四条第二項及び第三項並びに前条に規定するもののほか、附則第三条

又は第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有することとされた

者に係る登録に関する特例については、労働省令で定める。 

 

 

附則（昭和五一年五月一四日政令第一一一号） 

 

 この政令は、公布の日から施行する。 

 

 

附則（昭和五三年九月二七日政令第三三三号） 

 

 この政令は、昭和五十三年十月一日から施行する。 

 

 

附則（昭和五六年三月三一日政令第五七号） 

 

 この政令は、昭和五十六年四月一日から施行する。 
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附則（昭和五六年四月二八日政令第一四六号） 

 

 この政令は、昭和五十六年五月一日から施行する。 

 

 

附則（昭和五九年三月二四日政令第四六号） 抄） 

 

１ この政令は、昭和五十九年四月一日から施行する。 

 

 

附則（昭和六一年一月二一日政令第四号） 

 

 この政令は、許可、認可等民間活動に係る規制の整理及び合理化に関する法律第二

十二条の規定の施行の日（昭和六十一年一月二十四日）から施行する。 

 

 

附則（昭和六二年三月二〇日政令第四四号） 抄 

 

１ この政令は、昭和六十二年四月一日から施行する。 

 

 

附則（平成元年三月二二日政令第五七号） 抄 

 

１ この政令は、平成元年四月一日から施行する。 

 

 

附則（平成三年三月一五日政令第三〇号） 抄 

 

１ この政令は、平成三年四月一日から施行する。 

 

 

附則 （平成六年三月三〇日政令第九九号） 抄 

 

１ この政令は、平成六年四月一日から施行する。 

 

 

附則（平成九年三月一九日政令第四一号） 

 

１ この政令は、平成九年四月一日から施行する。 

２ この政令の施行の日前に受講の申込み又は受験の申請の受付が開始された労働

安全衛生法の規定による技能講習又は免許試験を受けようとする者が納付すべき

手数料の額については、なお従前の例による。 
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附則（平成一一年一二月三日政令第三九〇号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

（その他の経過措置の労働省令への委任） 

第五条 この附則に規定するもののほか、この政令の施行に伴い必要な経過措置は、

労働省令で定める。 

 

 

附則（平成一二年三月三一日政令第一六八号） 

 

１ この政令は、平成十二年四月一日から施行する。 

２ この政令の施行の日前に受講の申込み又は受験の申請の受付が開始された労働

安全衛生法の規定による技能講習又は免許試験を受けようとする者が納付すべき

手数料の額については、なお従前の例による。 

 

 

附則（平成一二年六月七日政令第三〇九号） 抄 

 

（施行期日） 

１ この政令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の施行

の日（平成十三年一月六日）から施行する。 

 

 

附則（平成一五年一二月一九日政令第五三三号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この政令は、公益法人に係る改革を推進するための厚生労働省関係法律の整

備に関する法律（以下「法」という。）の施行の日（平成十六年三月三十一日）か

ら施行する。 

 

（作業環境測定法の一部改正に伴う経過措置） 

第三条 法第五条の規定の施行の際現に同条の規定による改正前の作業環境測定法

（昭和五十年法律第二十八号）第五条又は第四十四条第一項の規定による指定を受

けている者が行うべき法第五条の規定の施行の日の属する事業年度の事業報告書

及び収支決算書の作成並びにこれらの書類の厚生労働大臣又は都道府県労働局長

に対する提出については、なお従前の例による。 

 

 

附則（平成一六年三月一九日政令第四六号） 

 

 この政令は、平成十六年三月二十九日から施行する。 
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附則（平成一七年三月三一日政令第一〇一号） 抄 

 

（施行期日） 

第一条 この政令は、平成十七年四月一日から施行する。 
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作業環境測定法施行規則 

 

(昭和五十年八月一日) 

(労働省令第二十号) 

 

 内閣は、作業環境測定法（昭和五十年法律第二十八号）第二条第三号、第四十九条

第一項及び附則第六条の規定に基づき、この政令を制定する。 

 

 作業環境測定法（昭和五十年法律第二十八号）及び作業環境測定法施行令（昭和五

十年政令第二百四十四号）の規定に基づき、作業環境測定法施行規則を次のように定

める。 

 

 

第一章 総則（第一条―第四条） 

第二章 作業環境測定士等 

第一節 作業環境測定士 

第一款 作業環境測定士の資格等（第五条―第十三条の二） 

第二款 作業環境測定士試験（第十四条―第二十二条） 

第三款 講習（第二十三条―第三十条） 

第二節 指定試験機関（第三十一条―第四十三条） 

第三節 登録講習機関（第四十四条―第五十一条） 

第四節 指定登録機関（第五十一条の二―第五十一条の九） 

第三章 作業環境測定機関（第五十二条―第六十五条） 

第四章 雑則（第六十六条―第七十四条） 

附則 

 

 

   第一章 総則 

 

 

（令第一条第二号の厚生労働省令で定める作業場） 

第一条 作業環境測定法施行令（以下「令」という。）第一条第二号の厚生労働省令

で定める作業場は、電離放射線障害防止規則（昭和四十七年労働省令第四十一号）

第五十三条第二号又は第二号の二に掲げる作業場とする。 

 

（法第二条第六号の厚生労働省令で定める機器） 

第二条 作業環境測定法（以下「法」という。）第二条第六号の厚生労働省令で定め

る機器は、次に掲げる機器（以下「簡易測定機器」という。）以外の機器とする。 

一 検知管方式によりガス若しくは蒸気の濃度を測定する機器又はこれと同等以

上の性能を有する機器 

二 グラスファイバーろ紙（〇・三マイクロメートルのステアリン酸粒子を九九・

九パーセント以上捕集する性能を有するものに限る。）を装着して相対沈降径が

おおむね一〇マイクロメートル以下の浮遊粉じんを重量法により測定する機器

を標準として較正された浮遊粉じんの重量を測定する機器 
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三 その他厚生労働大臣が定める機器 

 

（作業環境測定の実施） 

第三条 事業者は、労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号）第六十五条第一

項の規定により、法第二条第三号に規定する指定作業場（以下「指定作業場」とい

う。）について同条第二号に規定する作業環境測定（以下「作業環境測定」という。）

を行うときは、次に定めるところによらなければならない。 

一 簡易測定機器以外の機器を用いて行う分析（解析を含む。以下同じ。）は、当

該指定作業場の属する別表に掲げる作業場の種類について登録を受けている法

第二条第五号に規定する第一種作業環境測定士（以下「第一種作業環境測定士」

という。）に実施させること。 

二 前号に規定する分析以外の作業環境測定は、法第二条第四号に規定する作業環

境測定士（以下「作業環境測定士」という。）に実施させること。 

２ 事業者は、法第三条第一項の規定による作業環境測定を行うことができないとき

は、次に定めるところにより、当該作業環境測定を委託しなければならない。 

一 簡易測定機器以外の機器を用いて行う分析は、当該指定作業場の属する別表に

掲げる作業場の種類について登録を受けている法第二条第七号に規定する作業

環境測定機関（以下「作業環境測定機関」という。）又は当該指定作業場の属す

る別表に掲げる作業場の種類について指定を受けている法第三条第二項ただし

書の厚生労働大臣が指定する機関（以下「指定測定機関」という。）に委託する

こと。 

二 前号に規定する分析以外の作業環境測定は、作業環境測定機関又は指定測定機

関に委託すること。 

 

（法第三条第二項ただし書の規定による指定） 

第四条 法第三条第二項ただし書の規定による指定（以下この条において「指定」と

いう。）を受けようとする者は、作業環境測定を行おうとする別表に掲げる作業場

の種類を記載した申請書に他人の求めに応じて事業場における作業環境測定を行

うことができることを証する業務規程その他の書面を添えて、その者の住所を管轄

する都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣に提出しなければならない。 

２ 厚生労働大臣は、指定を受けようとする者が作業環境測定を行うために必要な能

力を有すると認めたときは、その者が作業環境測定を行うことができる別表に掲げ

る作業場の種類を定めて指定を行うものとする。 

 

 

   第二章 作業環境測定士等 

 

    第一節 作業環境測定士 

 

     第一款 作業環境測定士の資格等 

 

 

（作業環境測定士の資格） 

第五条 法第五条の厚生労働省令で定める者は、次のとおりとする。 
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一 法第五条の作業環境測定士試験（以下「試験」という。）の全科目が免除され

た者で、同条の講習（以下「講習」という。）を修了したもの 

二 次のイ又はロに該当する者で、厚生労働大臣が作業環境測定に関し高度の知識

及び技能を有すると認定したもの 

イ 学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学（旧大学令（大正七

年勅令第三百八十八号）による大学を含む。以下同じ。）又は高等専門学校（旧

専門学校令（明治三十六年勅令第六十一号）による専門学校を含む。以下同じ。）

において理科系統の正規の課程を修めて卒業した者（独立行政法人大学評価・

学位授与機構（以下「機構」という。）により学士の学位を授与された者（当

該課程を修めた者に限る。）又はこれと同等以上の学力を有すると認められる

者を含む。以下同じ。）で、学校教育法による大学又は高等専門学校において

空気環境その他の環境の測定に関する科目を担当する教授又は准教授の職にあ

り、又はあつたもの 

ロ 学校教育法による大学又は高等専門学校において理科系統の正規の課程を修

めて卒業した者で、その後十年以上国、地方公共団体、一般社団法人又は一般

財団法人その他これらに準ずるものの研究機関において空気環境その他の環境

の測定に関する研究の業務に従事した経験を有するもの（前号に掲げる者を除

く。） 

三 その他厚生労働大臣が、前二号に掲げる者と同等以上の知識及び技能を有する

と認定する者 

２ 前項第二号の規定による認定を受けようとする者は、同号イ又はロに該当するこ

とを証する書面を添えて、書面により、厚生労働大臣に申請しなければならない。 

３ 第一項第二号又は第三号の規定による認定は、作業環境測定士の種別及びその種

別が第一種作業環境測定士である場合にあつては、その者が作業環境測定を行うこ

とができる別表に掲げる作業場の種類を定めて行うものとする。 

 

第五条の二 前条第一項の規定にかかわらず、学校教育法による大学若しくは高等専

門学校又は職業能力開発促進法（昭和四十四年法律第六十四号）による職業能力開

発短期大学校若しくは職業能力開発大学校（以下「大学等」という。）のうち厚生

労働大臣の登録を受けたものにおいて、法第二条第六号に規定する第二種作業環境

測定士（以下この条において「第二種作業環境測定士」という。）となるために必

要な知識及び技能を付与する科目として次に掲げるものを修めて卒業し、又は訓練

を修了した者は、第二種作業環境測定士となる資格を有するものとする。 

一 労働衛生一般 

二 労働衛生管理 

三 労働衛生関係法令 

四 作業環境について行うデザイン及びサンプリング 

五 作業環境の評価 

六 作業環境について行う分析 

 

（登録） 

第五条の三 前条の登録（以下この条から第五条の十四までにおいて単に「登録」と

いう。）は、第五条の五第一項第一号に規定する該当科目を開設しようとする大学

等の設置者の申請により行う。 
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２ 登録の申請をしようとする大学等の設置者は、次に掲げる事項を記載した申請書

を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 大学等の名称、所在地及び設立年月日 

二 大学等の設置者の名称 

三 第五条の五第一項第一号に規定する該当科目を開設する年月日 

四 第五条の五第一項第一号に規定する該当科目の名称、範囲、履修方法、時間及

び試験方法並びに該当科目を有する学科又は訓練科の名称及び設置年月日 

五 第五条の五第一項第一号に規定する該当科目を担当する大学等の教員又は職

業訓練指導員（以下「教員等」という。）の氏名、略歴及び担当する該当科目並

びに専任又は兼任の別 

六 学生又は訓練生の定員（学科又は訓練科別） 

七 教育上又は訓練上必要な機器、設備、標本及び図書の種類及び数 

３ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

一 大学等の概要（設立の目的を含む。）を記載した書類 

二 寄附行為又はこれに準ずるもの及び登記事項証明書 

三 維持経営の方法を記載した書類 

四 大学等の入学資格又は入校資格を記載した書面 

五 施設の面積を記載した書面、配置図及び平面図 

六 その他参考となるべき事項を記載した書類 

 

（欠格条項） 

第五条の四 第五条の十二の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算

して二年を経過しない大学等の設置者は、登録を受けることができない。 

 

（登録基準） 

第五条の五 厚生労働大臣は、第五条の三の規定により登録を申請した者が次に掲げ

る要件のすべてに適合しているときは、第一号に規定する該当科目を開設する事業

年度の初日にその登録をしなければならない。 

一 大学等が開設する科目が、第五条の二各号に掲げる科目に該当するものであつ

て、厚生労働大臣が定めるところにより行われるもの（以下「該当科目」という。）

であること。 

二 教員等の資格及び専任の教員等の数は、次に定めるところによること。 

イ 教員等は、次の表の上欄に掲げる科目に応じ、それぞれ同表の下欄に掲げる

条件のいずれかに適合する知識経験を有する者であること。 

 

科目 条件 

労働衛生一般及

び労働衛生管理 

一 学校教育法による大学又は高等専門学校において理科系統の正規

の課程を修めて卒業した者で、その後三年以上労働衛生の実務又は

研究に従事した経験を有するもの 

二 前号に掲げる者と同等以上の知識経験を有する者 
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労働衛生関係法

令 

一 学校教育法による大学又は旧専門学校令による専門学校において

法律に関する学科を修めて卒業した者（機構により学士の学位を授与

された者（当該学科を修めた者に限る。）又はこれと同等以上の学力

を有すると認められる者を含む。）で、その後三年以上労務管理の実

務又は研究に従事した経験を有するもの 

二 前号に掲げる者と同等以上の知識経験を有する者 

作業環境につい

て行うデザイン

及びサンプリン

グ及び作業環境

の評価 

一 第一種作業環境測定士として三年以上作業環境測定の実務に従事

した経験を有する者 

二 第五条第一項第二号イ又はロに該当する者で、第一種作業環境測

定士となる資格を有するもの 

三 前二号に掲げる者と同等以上の知識経験を有する者 

作業環境につい

て行う分析 

一 第一種作業環境測定士として三年以上作業環境測定の実務に従事

した経験を有する者 

二 学校教育法による大学又は高等専門学校において理科系統の正規

の課程を修めて卒業した者で、その後五年以上化学分析の実務又は

研究に従事した経験を有するもの 

三 前二号に掲げる者と同等以上の知識経験を有する者 

 

ロ 教員等のうち二人以上は専任であること。 

ハ ロの専任の教員等のうち、第一種作業環境測定士であるものが、作業環境測

定を行うことができる別表各号の作業場の種類ごとに、それぞれ少なくとも一

人以上いること。 

三 学生又は訓練生の数に応じ、次に掲げる機器及び設備その他教育上又は訓練上

必要な機器、設備、標本及び図書を備えていること。 

イ 第二条各号に掲げる機器 

ロ 化学天びん、直示天びん又は電子天びん、乾燥機、純水製造装置、化学実験

台、ドラフトチェンバー及び排気又は廃液の処理のための設備（分析を行う場

合に有害物を排出するおそれがあるときに限る。） 

ハ 試料採取機器 

２ 登録は、登録大学等登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとする。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 大学等の名称及び所在地 

三 大学等の設置者の名称 

 

（登録の更新） 
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第五条の六 登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつて、

その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。 

 

（実施義務） 

第五条の七 登録を受けた大学等（以下「登録大学等」という。）は、正当な理由が

ある場合を除き、第五条の三第二項第三号から第七号までに掲げる事項に基づき、

該当科目の実施に関する計画を作成し、これに従つて該当科目を開設しなければな

らない。 

２ 登録大学等は、毎事業年度開始前に、前項の規定により作成した計画を厚生労働

大臣に届け出なければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

３ 登録大学等は、毎事業年度経過後一月以内に、その事業年度に実施した該当科目

の結果について、次に掲げる事項を記載した書類を厚生労働大臣に提出しなければ

ならない。 

一 該当科目の名称、範囲、履修方法及び時間 

二 該当科目の試験問題 

三 該当科目の教員等の氏名 

四 該当科目別履修者数 

五 その他必要な事項 

 

（変更の届出） 

第五条の八 登録大学等は、第五条の五第二項第二号又は第三号に掲げる事項を変更

しようとするときは、変更しようとする日の二週間前までに、その旨を厚生労働大

臣に届け出なければならない。 

 

（該当科目の休廃止） 

第五条の九 登録大学等は、開設している該当科目を休止し、又は廃止する場合は、

あらかじめ、その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

 

（適合命令） 

第五条の十 厚生労働大臣は、登録大学等が第五条の五第一項各号のいずれかに適合

しなくなつたと認めるときは、その登録大学等に対し、これらの規定に適合するた

め必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（改善命令） 

第五条の十一 厚生労働大臣は、登録大学等が第五条の七第一項の規定に違反してい

ると認めるときは、その登録大学等に対し、該当科目を開設すべきこと又は該当科

目の実施方法その他の業務の方法の改善に関し必要な措置をとるべきことを命ず

ることができる。 

 

（登録の取消し） 

第五条の十二 厚生労働大臣は、登録大学等が次の各号のいずれかに該当するときは、

その登録を取り消すことができる。 

一 第五条の七から第五条の九までの規定に違反したとき。 
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二 前二条の規定による命令に違反したとき。 

三 不正の手段により登録を受けたとき。 

 

（報告の徴収） 

第五条の十三 厚生労働大臣は、登録大学等が開設する該当科目について、必要があ

ると認めるときは、登録大学等に対し、必要な事項についての報告を求めることが

できる。 

 

（公示） 

第五条の十四 厚生労働大臣は、次の表の上欄に掲げる場合には、同表の下欄に掲げ

る事項を官報で告示しなければならない。 

登録をするとき。 一 登録大学等の名称及び所在地 

二 該当科目を開設する年月日 

第五条の八の規定による第五条の五第

二項第二号の事項の変更の届出があつ

たとき。 

一 変更前及び変更後の登録大学等の名称及

び所在地 

二 変更する年月日 

第五条の九の規定による届出があつた

とき。 

一 登録大学等の名称及び所在地 

二 休止し、又は廃止する年月日 

三 休止しようとする場合にあつては、その期間 

第五条の十二の規定により登録を取り

消したとき。 

一 登録大学等の名称及び所在地 

二 登録を取り消した年月日 

 

 

（登録事項） 

第六条 法第七条第四号の厚生労働省令で定める事項は、次のとおりとする。 

一 第一種作業環境測定士講習を修了した者にあつては、法別表第一第一種作業環

境測定士講習の項講習科目の欄第三号に掲げる科目に係る指定作業場の種類に

応じた別表に掲げる作業場の種類 

二 第五条第一項第二号又は第三号に掲げる者で、同条第三項の規定によりその種

別が第一種作業環境測定士であると厚生労働大臣が認定したものにあつては、そ

の者が作業環境測定を行うことができる別表に掲げる作業場の種類 

 

（登録の申請） 

第七条 法第七条の登録を受けようとする者（以下この条において「申請者」という。）

は、作業環境測定士登録申請書（様式第一号）を、申請者の住所を管轄する都道府

県労働局長を経由して厚生労働大臣に提出しなければならない。 

２ 法第十六条第一項の合格証（以下「合格証」という。）及び同条第二項の講習修

了証（以下「講習修了証」という。）（第五条第一項各号に該当する者又は第五条

23



の二に規定する者にあつては、これらに代わるべき書面）の法第九条第二項の規定

による提示は、申請者の住所を管轄する都道府県労働局長に対して行わなければな

らない。 

 

（登録証） 

第八条 法第十条の作業環境測定士登録証（以下この節及び第四節において「登録証」

という。）は、様式第二号による。 

 

（登録証の書換え） 

第九条 作業環境測定士は、法第七条第二号に掲げる事項について変更が生じたとき

は、遅滞なく、作業環境測定士登録証書換申請書（様式第三号）に登録証及び書換

えの理由を証する書面を添えて、当該作業環境測定士の住所を管轄する都道府県労

働局長（以下この款において「所轄都道府県労働局長」という。）を経由して厚生

労働大臣に提出し、登録証の書換えを受けなければならない。 

２ 作業環境測定士は、法第七条第三号又は第六条に掲げる事項について変更しよう

とするときは、作業環境測定士登録証書換申請書に登録証を添えて、所轄都道府県

労働局長を経由して厚生労働大臣に提出し、登録証の書換えを受けなければならな

い。 

３ 前項の場合においては、作業環境測定士は、書換えの理由を証する合格証及び講

習修了証（第五条第一項各号に該当する者にあつては、これらに代わるべき書面）

を所轄都道府県労働局長に提示しなければならない。 

 

（登録証の再交付） 

第十条 作業環境測定士は、登録証を損傷し、又は滅失したときは、作業環境測定士

登録証再交付申請書（様式第三号）に当該損傷した登録証（登録証を滅失したとき

は、その事実を記載した書面）を添えて、所轄都道府県労働局長を経由して厚生労

働大臣に提出し、登録証の再交付を受けることができる。 

２ 前項の規定により登録証の再交付を申請した者は、失つた登録証を発見したとき

は、遅滞なく、これを所轄都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣に返納しなけ

ればならない。 

 

（登録の取消し等） 

第十一条 法第十二条第一項若しくは第二項の規定による登録の取消し又は同項の

規定による指定作業場についての作業環境測定の業務の停止若しくは作業環境測

定士の名称の使用の停止の命令は、理由を付して、書面により行うものとする。 

 

（業務廃止等の報告） 

第十二条 作業環境測定士がその業務を廃止し、死亡し、又は法第六条第一号若しく

は第三号のいずれかに該当するに至つたときは、当該作業環境測定士、その相続人

又はその法定代理人は、遅滞なく、その旨を、書面により、所轄都道府県労働局長

を経由して厚生労働大臣に報告しなければならない。 

 

（登録証の返納） 
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第十三条 作業環境測定士が登録を取り消され、その業務を廃止し、又は死亡したと

きは、当該作業環境測定士、その相続人又はその法定代理人は、遅滞なく、登録証

を、所轄都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣に返納しなければならない。 

 

（指定登録機関が登録事務を行う場合における規定の適用） 

第十三条の二 法第三十二条の二第二項に規定する指定登録機関（以下「指定登録機

関」という。）が同条第一項に規定する登録事務（以下「登録事務」という。）を

行う場合における第七条、第九条、第十条及び前条の規定の適用については、第七

条第一項中「申請者の住所を管轄する都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣」

とあり、同条第二項中「申請者の住所を管轄する都道府県労働局長」とあり、第九

条第一項中「当該作業環境測定士の住所を管轄する都道府県労働局長（以下この款

において「所轄都道府県労働局長」という。）を経由して厚生労働大臣」とあり、

同条第二項、第十条及び前条中「所轄都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣」

とあり、並びに第九条第三項中「所轄都道府県労働局長」とあるのは、「指定登録

機関」とする。 

２ 指定登録機関が登録事務を行う場合における第十二条の規定の適用については、

同条中「所轄都道府県労働局長を経由して厚生労働大臣」とあるのは、「業務を廃

止し、又は死亡したときにあつては指定登録機関に、同条第一号又は第三号のいず

れかに該当するに至つたときにあつては当該作業環境測定士の住所を管轄する都

道府県労働局長を経由して厚生労働大臣」とする。 

 

 

     第二款 作業環境測定士試験 

 

 

（試験） 

第十四条 法第十四条第二項の第一種作業環境測定士試験（以下「第一種試験」とい

う。）及び同項の第二種作業環境測定士試験（以下「第二種試験」という。）は、

筆記試験のみによつて行う。 

 

（受験資格） 

第十五条 法第十五条第三号の厚生労働省令で定める者は、次のとおりとする。 

一 学校教育法による大学又は高等専門学校において理科系統の正規の課程以外

の課程を修めて卒業した者（機構により学士の学位を授与された者（当該課程を

修めた者に限る。）又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者を含む。）

で、その後三年以上労働衛生の実務に従事した経験を有するもの 

二 学校教育法による高等学校（旧中等学校令（昭和十八年勅令第三十六号）によ

る中等学校を含む。以下同じ。）又は中等教育学校において理科系統の正規の学

科以外の学科を修めて卒業した者（学校教育法施行規則（昭和二十二年文部省令

第十一号）第百五十条に規定する者又はこれと同等以上の学力を有すると認めら

れる者を含む。）で、その後五年以上労働衛生の実務に従事した経験を有するも

の 
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三 機構により学士の学位を授与された者（理科系統の正規の課程を修めた者に限

る。）又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者で、その後一年以上労

働衛生の実務に従事した経験を有するもの 

三の二 職業能力開発促進法施行規則（昭和四十四年労働省令第二十四号）第九条

に定める応用課程の高度職業訓練のうち同令別表第七に定めるところにより行

われるもの（当該訓練において履修すべき専攻学科の主たる科目が理科系統の科

目であるものに限る。）を修了した者で、その後一年以上労働衛生の実務に従事

した経験を有するもの 

四 職業能力開発促進法施行規則第九条に定める専門課程の高度職業訓練のうち

同令別表第六に定めるところにより行われるもの（職業能力開発促進法施行規則

等の一部を改正する省令（平成五年労働省令第一号。第六号において「平成五年

改正省令」という。）による改正前の職業能力開発促進法施行規則（以下「旧能

開規則」という。）別表第三の二に定めるところにより行われる専門課程の養成

訓練並びに職業訓練法施行規則及び雇用保険法施行規則の一部を改正する省令

（昭和六十年労働省令第二十三号）による改正前の職業訓練法施行規則（次号及

び第十七条第十二号において「昭和六十年改正前の職業訓練法施行規則」とい

う。）別表第一の専門訓練課程及び職業訓練法の一部を改正する法律（昭和五十

三年法律第四十号）による改正前の職業訓練法（以下「旧職業訓練法」という。）

第九条第一項の特別高等訓練課程の養成訓練を含む。）（当該訓練において履修

すべき専攻学科又は専門学科の主たる科目が理科系統の科目であるものに限

る。）を修了した者で、その後一年以上労働衛生の実務に従事した経験を有する

もの 

五 職業能力開発促進法施行規則第九条に定める普通課程の普通職業訓練のうち

同令別表第二に定めるところにより行われるもの（旧能開規則別表第三に定める

ところにより行われる普通課程の養成訓練並びに昭和六十年改正前の職業訓練

法施行規則別表第一の普通訓練課程及び旧職業訓練法第九条第一項の高等訓練

課程の養成訓練を含む。）（当該訓練において履修すべき専攻学科又は専門学科

の主たる科目が理科系統の科目であるものに限る。）を修了した者で、その後三

年以上労働衛生の実務に従事した経験を有するもの 

六 職業訓練法施行規則の一部を改正する省令（昭和五十三年労働省令第三十七号。

第十七条第十二号において「昭和五十三年改正省令」という。）附則第二条第一

項に規定する専修訓練課程の普通職業訓練（平成五年改正省令による改正前の同

項に規定する専修訓練課程及び旧職業訓練法第九条第一項の専修訓練課程の養

成訓練を含む。）（当該訓練において履修すべき専門学科の主たる科目が理科系

統の科目であるものに限る。）を修了した者で、その後四年以上労働衛生の実務

に従事した経験を有するもの 

七 職業能力開発促進法施行令（昭和四十四年政令第二百五十八号）別表第一に掲

げる検定職種のうち、一級、二級又は単一等級の技能検定（当該技能検定におい

て必要とされる知識が主として理学又は工学に関する知識であるものに限る。）

に合格した者で、その後一年以上労働衛生の実務に従事した経験を有するもの 

八 八年以上労働衛生の実務に従事した経験を有する者 

九 第十七条各号に掲げる者 

十 その他前各号に掲げる者と同等以上の能力を有すると認められる者として厚

生労働大臣が定める者 
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（試験の科目） 

第十六条 第一種試験の科目は、第一号から第四号までに掲げる科目及び第五号から

第九号までに掲げる科目（以下「分析の技術に関する科目」と総称する。）のうち

受験者があらかじめ選択する科目とする。 

一 労働衛生一般 

二 労働衛生関係法令 

三 作業環境について行うデザイン及びサンプリング 

四 作業環境について行う分析に関する概論 

五 別表第一号の作業場の作業環境について行う分析の技術 

六 別表第二号の作業場の作業環境について行う分析の技術 

七 別表第三号の作業場の作業環境について行う分析の技術 

八 別表第四号の作業場の作業環境について行う分析の技術 

九 別表第五号の作業場の作業環境について行う分析の技術 

２ 第二種試験の科目は、前項第一号から第四号までに掲げる科目とする。 

 

（試験の免除） 

第十七条 法第十四条第三項の厚生労働省令で定める資格を有する者は、次の各号に

掲げる者とし、その者に対して、第一種試験及び第二種試験の科目のうち、それぞ

れ、当該各号に定める科目を免除する。 

一 医師法（昭和二十三年法律第二百一号）第二条又は歯科医師法（昭和二十三年

法律第二百二号）第二条の免許を受けた者 全科目 

二 学校教育法による大学若しくは高等専門学校を卒業し（機構により学士の学位

を授与された者である場合又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者

である場合を含む。）、又は高等学校若しくは中等教育学校を卒業し（学校教育

法施行規則第百五十条に規定する者である場合又はこれと同等以上の学力を有

すると認められる者である場合を含む。）、かつ、計量法（平成四年法律第五十

一号）第百二十二条第一項の規定により計量法施行規則（平成五年通商産業省令

第六十九号）第五十条第一号に規定する環境計量士（濃度関係）（以下「環境計

量士（濃度関係）」という。）の登録を受けた者で、厚生労働大臣の登録を受け

た者が行う労働衛生一般及び労働衛生関係法令に関する講習を修了したもの 

別表第二号の作業場の作業環境について行う分析の技術を除く全科目 

三 計量法第百二十二条第一項の規定により環境計量士（濃度関係）の登録を受け

た者で、前号に掲げる者以外のもの 作業環境について行うデザイン及びサンプ

リング、作業環境について行う分析に関する概論及び分析の技術に関する科目

（別表第二号の作業場の作業環境について行う分析の技術を除く。） 

四 診療放射線技師法（昭和二十六年法律第二百二十六号）第二条第二項に規定す

る診療放射線技師 分析の技術に関する科目（別表第二号の作業場の作業環境に

ついて行う分析の技術を除く。）を除く全科目 

五 技術士法（昭和五十八年法律第二十五号）第三十二条第一項の規定により登録

を受けた技術士（化学部門、金属部門又は応用理学部門に係る登録を受けた者に

限る。） 作業環境について行う分析に関する概論 

六 技術士法第三十二条第一項の規定により登録を受けた技術士（衛生工学部門に

係る登録を受けた者に限る。）で、空気環境の測定の実務に三年以上従事した経
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験を有するもの 作業環境について行う分析に関する概論及び分析の技術に関

する科目（別表第二号の作業場の作業環境について行う分析の技術を除く。） 

七 核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和三十二年法律第

百六十六号）第二十二条の二第一項若しくは第五十条の二第一項の規定により選

任されている核燃料取扱主任者若しくは同法第二十二条の三第一項の核燃料取

扱主任者免状を有する者で放射性物質の濃度の測定の実務に三年以上従事した

経験を有するもの又は同法第四十条第一項の規定により選任されている試験研

究用等原子炉主任技術者若しくは同法第四十三条の三の二十六第一項の規定に

より選任されている発電用原子炉主任技術者若しくは同法第四十一条第一項の

原子炉主任技術者免状を有する者で放射性物質の濃度の測定の実務に三年以上

従事した経験を有するもの 分析の技術に関する科目（別表第二号の作業場の作

業環境について行う分析の技術を除く。）を除く全科目 

八 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和三十二年法律第

百六十七号）第三十四条第一項の規定により選任されている同法第三十五条第一

項の第一種放射線取扱主任者免状を有する放射線取扱主任者又は同項の第一種

放射線取扱主任者免状を有する者で放射性物質の濃度の測定の実務に三年以上

従事した経験を有するもの 分析の技術に関する科目（別表第二号の作業場の作

業環境について行う分析の技術を除く。）を除く全科目 

九 臨床検査技師等に関する法律（昭和三十三年法律第七十六号）第二条に規定す

る臨床検査技師で、空気環境の測定の実務に三年以上従事した経験を有するもの

又は学校教育法による大学において作業環境に関する授業科目、統計に関する授

業科目及び労働衛生関係法令に関する授業科目を修めて卒業したもの 分析の

技術に関する科目を除く全科目 

十 臨床検査技師等に関する法律第二条に規定する臨床検査技師で、前号に掲げる

者以外のもの 労働衛生一般及び作業環境について行う分析に関する概論 

十一 薬剤師法（昭和三十五年法律第百四十六号）第二条の規定により免許を受け

た者 全科目 

十二 職業能力開発促進法施行規則第九条に定める専門課程の高度職業訓練のう

ち職業能力開発促進法施行規則別表第六の訓練科の欄に定める化学システム系

環境化学科の訓練（旧能開規則第九条に定める専門課程、昭和六十年改正前の職

業訓練法施行規則別表第一の専門訓練課程及び旧職業訓練法第九条第一項の特

別高等訓練課程の養成訓練のうち旧能開規則別表第三の二、昭和六十年改正前の

職業訓練法施行規則別表第三の二及び昭和五十三年改正省令による改正前の職

業訓練法施行規則別表第三の二（職業訓練法施行規則の一部を改正する省令（昭

和五十一年労働省令第七号）附則第二条の規定による廃止前の特別高等訓練課程

の養成訓練に関する基準等を定める省令（昭和五十年労働省令第十七号）別表を

含む。）の訓練科の欄に掲げる環境化学科の訓練を含む。）を修了し、かつ、職

業能力開発促進法第二十一条第一項（同法第二十六条の二において準用する場合

を含む。）に規定する技能照査（職業訓練法の一部を改正する法律（昭和六十年

法律第五十六号）による改正前の職業訓練法第十二条第一項に規定する技能照査

を含む。）に合格した者 作業環境について行う分析に関する概論及び分析の技

術に関する科目（別表第一号の作業場の作業環境について行う分析の技術及び別

表第二号の作業場の作業環境について行う分析の技術を除く。） 
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十三 職業能力開発促進法第二十八条第一項の規定により職業能力開発促進法施

行規則別表第十一の免許職種の欄に掲げる化学分析科の職種に係る職業訓練指

導員免許を受けた者 労働衛生一般及び作業環境について行う分析に関する概

論 

十四 職業能力開発促進法施行令 別表第一に掲げる検定職種のうち、化学分析に

係る一級又は二級の技能検定に合格した者 作業環境について行う分析に関す

る概論 

十五 特定工場における公害防止組織の整備に関する法律（昭和四十六年法律第百

七号）第八条に規定する公害防止管理者試験（騒音発生施設又は振動発生施設に

ついて選任すべき公害防止管理者に係るものを除く。）又は公害防止主任管理者

試験に合格した者 作業環境について行う分析に関する概論 

十六 労働安全衛生法第七十二条第一項の規定により第一種衛生管理者免許又は

衛生工学衛生管理者免許を受けた者で、それぞれ五年以上又は三年以上労働衛生

の実務に従事した経験を有し、かつ、厚生労働大臣の登録を受けた者が行う労働

衛生一般及び労働衛生関係法令に関する講習を修了したもの 労働衛生一般及

び労働衛生関係法令 

十七 労働安全衛生法第八十一条第二項に規定する労働衛生コンサルタント 労

働衛生一般及び労働衛生関係法令 

十八 労働安全衛生法第九十三条第一項の労働衛生専門官として三年以上その職

務に従事した経験を有する者 労働衛生一般及び労働衛生関係法令 

十九 労働基準監督官として三年以上その職務に従事した経験を有する者 労働

衛生一般及び労働衛生関係法令 

二十 試験に合格した者（第五条第一項第二号又は第三号の規定による認定を受け

た者及び第五条の二に規定する者を含む。） 分析の技術に関する科目を除く全

科目 

二十一 前条第一号から第四号までに掲げる科目の試験を受け、一部の科目につい

て合格点を得た者（当該合格点を得た科目の試験の行われた月の翌月の初めから

起算して二年以内に実施される試験を受ける者に限る。） 当該合格点を得た科

目 

 

（登録） 

第十七条の二 前条第二号の厚生労働大臣の登録及び同条第十六号の厚生労働大臣

の登録（以下この条から第十七条の十六までにおいて単に「登録」という。）は、

それぞれ第十七条第二号の講習及び同条第十六号の講習を行おうとする者の申請

により行う。 

２ 登録の申請をしようとする者は、登録試験免除講習機関登録申請書（様式第四号）

に次の書類を添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 申請者が法人である場合は、その定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

二 申請者が個人である場合は、その住民票の写し 

三 申請者が次条各号の規定に該当しないことを説明した書面 

四 第十七条の四第一項各号の要件に適合していることを証するに足りる書面 

五 次の事項を記載した書面 

イ 申請者が法人である場合は、その役員の氏名及び略歴 
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ロ 第十七条第二号の講習又は同条第十六号の講習（以下「試験免除講習」とい

う。）の業務を管理する者の氏名及び略歴 

ハ 試験免除講習の講師の氏名、略歴及び担当する試験免除講習の講習科目 

ニ 試験免除講習の業務以外の業務を行つているときは、その業務の種類及び概

要 

 

（欠格条項） 

第十七条の三 次の各号のいずれかに該当する者は、登録を受けることができない。 

一 法又は労働安全衛生法（これらに基づく命令を含む。）の規定に違反して、罰

金以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなつた

日から起算して二年を経過しない者 

二 第十七条の十三の規定により登録を取り消され、その取消しの日から起算して

二年を経過しない者 

三 法人であつて、その業務を行う役員のうちに前二号のいずれかに該当する者が

あるもの 

 

（登録基準） 

第十七条の四 厚生労働大臣は、第十七条の二の規定により登録を申請した者が次に

掲げる要件のすべてに適合しているときは、その登録をしなければならない。 

一 試験免除講習が次に掲げる講習科目について、厚生労働大臣が定めるところに

より行われるものであること。 

イ 労働衛生一般 

ロ 労働衛生関係法令 

二 試験免除講習の講師が、次の表の上欄に掲げる講習科目に応じ、それぞれ同表

の下欄に掲げる条件のいずれかに適合する知識経験を有する者であること。 

講習科目 条件 

労働衛生

一般 

一 学校教育法による大学又は高等専門学校において理科系統の正規の課

程を修めて卒業した者であつて、その後三年以上労働衛生の実務に従事し

た経験を有するもの 

二 前号に掲げる者と同等以上の知識経験を有する者 

労働衛生

関係法令 

一 学校教育法による大学又は高等専門学校を卒業した者（機構により学士

の学位を授与された者又はこれと同等以上の学力を有すると認められる者

を含む。）であつて、その後三年以上労働衛生の実務に従事した経験を有す

るもの 

二 前号に掲げる者と同等以上の知識経験を有する者 

 

 

三 試験免除講習の業務を管理する者が置かれていること。 
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２ 登録は、登録試験免除講習機関登録簿に次に掲げる事項を記載してするものとす

る。 

一 登録年月日及び登録番号 

二 氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

三 事務所の名称及び所在地 

四 第十七条第二号の講習又は同条第十六号の講習の別 

 

（登録の更新） 

第十七条の五 登録は、五年ごとにその更新を受けなければ、その期間の経過によつ

て、その効力を失う。 

２ 前三条の規定は、前項の登録の更新について準用する。 

 

（実施義務） 

第十七条の六 登録を受けた者（以下「登録試験免除講習機関」という。）は、正当

な理由がある場合を除き、毎事業年度、次に掲げる事項を記載した試験免除講習の

実施に関する計画を作成し、これに従つて公正に試験免除講習を行わなければなら

ない。 

一 試験免除講習の実施時期、実施場所、講習科目、時間及び受講定員に関する事

項 

二 試験免除講習の講師の氏名 

三 修了試験に関する事項 

２ 登録試験免除講習機関は、毎事業年度開始前に（登録を受けた日の属する事業年

度にあつては、その登録を受けた後遅滞なく）、実施計画届出書（様式第四号の二）

に前項の規定により作成した計画を添えて、厚生労働大臣に届け出なければならな

い。これを変更しようとするときも、同様とする。 

３ 登録試験免除講習機関は、前項後段の規定により変更の届出をしようとするとき

は、実施計画変更届出書（様式第四号の三）を厚生労働大臣に提出しなければなら

ない。 

４ 登録試験免除講習機関は、試験免除講習を修了した者に対し、遅滞なく、試験免

除講習修了証（様式第四号の四）（第十七条の八第一項第七号及び第十七条の十四

第一項において「修了証」という。）を交付しなければならない。 

５ 登録試験免除講習機関は、毎事業年度経過後一月以内に、その事業年度に実施し

た試験免除講習の結果について、試験免除講習実施結果報告書（様式第四号の五）

を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

 

（変更の届出） 

第十七条の七 登録試験免除講習機関は、第十七条の四第二項第二号又は第三号の事

項を変更しようとするときは、変更しようとする日の二週間前までに、登録試験免

除講習機関登録事項変更届出書（様式第四号の六）を厚生労働大臣に届け出なけれ

ばならない。 

 

（業務規程） 

第十七条の八 登録試験免除講習機関は、試験免除講習の業務の開始の日の二週間前

までに、次に掲げる事項を記載した試験免除講習の業務に関する規程を定め、業務
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規程届出書（様式第四号の七）に当該規程を添えて、厚生労働大臣に届け出なけれ

ばならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 

一 試験免除講習の実施方法 

二 試験免除講習に関する料金 

三 前号の料金の収納の方法に関する事項 

四 試験免除講習の講師の選任及び解任に関する事項 

五 試験免除講習の講習科目及び時間に関する事項 

六 試験免除講習の修了試験に関する事項 

七 試験免除講習の修了証の発行に関する事項 

八 試験免除講習の業務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項 

九 試験免除講習の実施に関する計画に関する事項 

十 第十七条の十第二項第二号及び第四号の請求に係る費用に関する事項 

十一 前各号に掲げるもののほか、試験免除講習の業務に関し必要な事項 

２ 登録試験免除講習機関は、前項後段の規定により変更の届出をしようとするとき

は、業務規程変更届出書（様式第四号の八）を厚生労働大臣に提出しなければなら

ない。 

 

（業務の休廃止） 

第十七条の九 登録試験免除講習機関は、試験免除講習の業務の全部又は一部を休止

し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、試験免除講習業務休廃止届出書（様

式第四号の九）を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

 

（財務諸表等の備付け及び閲覧等） 

第十七条の十 登録試験免除講習機関は、毎事業年度経過後三月以内に、その事業年

度の財産目録、貸借対照表及び損益計算書又は収支計算書並びに事業報告書（その

作成に代えて電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他の人の知覚によつては認

識することができない方式で作られる記録であつて、電子計算機による情報処理の

用に供されるものをいう。以下同じ。）の作成がされている場合における当該電磁

的記録を含む。次項において「財務諸表等」という。）を作成し、五年間事務所に

備えて置かなければならない。 

２ 試験免除講習を受けようとする者その他の利害関係人は、登録試験免除講習機関

の業務時間内は、いつでも、次に掲げる請求をすることができる。ただし、第二号

又は第四号の請求をするには、登録試験免除講習機関の定めた費用を支払わなけれ

ばならない。 

一 財務諸表等が書面をもつて作成されているときは、当該書面の閲覧又は謄写の

請求 

二 前号の書面の謄本又は抄本の請求 

三 財務諸表等が電磁的記録をもつて作成されているときは、当該電磁的記録に記

録された事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法により表示したもの

の閲覧又は謄写の請求 

四 前号の電磁的記録に記録された事項を電磁的方法であつて次のいずれかのも

のにより提供することの請求又は当該事項を記載した書面の交付の請求 

イ 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回
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線を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに当該情報が記録されるもの 

ロ 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録してお

くことができる物をもつて調製するファイルに情報を記録したものを交付する

方法 

 

（適合命令） 

第十七条の十一 厚生労働大臣は、登録試験免除講習機関が第十七条の四第一項各号

のいずれかに適合しなくなつたと認めるときは、その登録試験免除講習機関に対し、

これらの規定に適合するため必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（改善命令） 

第十七条の十二 厚生労働大臣は、登録試験免除講習機関が第十七条の六第一項の規

定に違反していると認めるときは、その登録試験免除講習機関に対し、試験免除講

習を行うべきこと又は試験免除講習の実施方法その他の業務の方法の改善に関し

必要な措置をとるべきことを命ずることができる。 

 

（登録の取消し等） 

第十七条の十三 厚生労働大臣は、登録試験免除講習機関が次の各号のいずれかに該

当するときは、その登録を取り消し、又は六月を超えない範囲内で期間を定めて試

験免除講習の業務の全部若しくは一部の停止を命ずることができる。 

一 第十七条の三第一号又は第三号に該当するに至つたとき。 

二 第十七条の六から第十七条の九まで、第十七条の十第一項又は次条の規定に違

反したとき。 

三 正当な理由がないのに第十七条の十第二項各号の規定による請求を拒んだと

き。 

四 前二条の規定による命令に違反したとき。 

五 不正の手段により登録を受けたとき。 

 

（帳簿） 

第十七条の十四 登録試験免除講習機関は、試験免除講習を行つたときは、試験免除

講習の修了者の氏名、生年月日、本籍地都道府県名（日本国籍を有していない者に

ついては、その国籍）、修了年月日及び修了証の番号を記載した帳簿を備え、試験

免除講習の業務の廃止（登録の取消し及び登録の失効を含む。）に至るまで保存し

なければならない。 

２ 登録試験免除講習機関は、試験免除講習を行つたときは、次に掲げる事項を記載

した帳簿を備え、これを記載の日から五年間保存しなければならない。 

一 第十七条第二号の講習又は同条第十六号の講習の別 

二 試験免除講習の講習科目及び時間 

三 試験免除講習を行つた年月日 

四 試験免除講習の講師の氏名及びその者の資格に関する事項 

五 試験免除講習の結果 

六 その他試験免除講習に関し必要な事項 
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３ 登録試験免除講習機関は、試験免除講習の業務を廃止した場合（登録を取り消さ

れた場合及び登録がその効力を失つた場合を含む。）には、第一項の帳簿を厚生労

働大臣に引き渡さなければならない。 

 

（報告の徴収） 

第十七条の十五 厚生労働大臣は、試験免除講習の実施のため必要な限度において、

登録試験免除講習機関に対し、試験免除講習事務又は経理の状況に関し報告させる

ことができる。 

 

（公示） 

第十七条の十六 厚生労働大臣は、次の表の上欄に掲げる場合には、同表の下欄に掲

げる事項を官報で告示しなければならない。 

登録をしたとき。 一 登録試験免除講習機関の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 試験免除講習の業務を行う事務所の名称及び所在

地 

三 第十七条第二号の講習又は同条第十六号の講習

の別 

四 登録した年月日 

第十七条の七の規定による第十

七条の四第二項第二号の事項

の変更の届出があつたとき。 

一 変更前及び変更後の登録試験免除講習機関の氏

名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代

表者の氏名 

二 変更する年月日 

第十七条の七の規定による第十

七条の四第二項第三号の事項

の変更の届出があつたとき。 

一 登録試験免除講習機関の氏名又は名称 

二 変更前及び変更後の試験免除講習の業務を行う事

務所の名称及び所在地 

三 変更する年月日 

第十七条の九の規定による届出

があつたとき。 

一 試験免除講習の業務の全部又は一部を休止し、又

は廃止する登録試験免除講習機関の氏名又は名称

及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 休止し、又は廃止する試験免除講習の業務の範囲 

三 試験免除講習の業務の全部又は一部を休止し、又

は廃止する年月日 
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四 試験免除講習の業務の全部又は一部を休止しよう

とする場合にあつては、その期間 

第十七条の十三の規定により登

録を取り消し、又は試験免除講

習の業務の全部若しくは一部の

停止を命じたとき。 

一 登録試験免除講習機関の氏名又は名称及び住所

並びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 登録を取り消し、又は試験免除講習の業務の全部

若しくは一部の停止を命じた年月日 

三 試験免除講習の業務の全部又は一部の停止を命じ

た場合にあつては、停止を命じた試験免除講習の業

務の範囲及びその期間 

 

 

（試験の日時等の公告） 

第十八条 試験の日時、場所その他試験の実施に関し必要な事項は、あらかじめ、官

報で公告する。 

 

（受験手続） 

第十九条 試験を受けようとする者は、作業環境測定士試験受験申請書（様式第五号）

に次に掲げる書面及び写真を添えて、法第二十条第一項に規定する試験事務（以下

「試験事務」という。）を行う者に提出しなければならない。 

一 法第十五条各号のいずれかに該当することを証する書面 

二 試験の一部の免除を受けようとする者にあつては、第十七条各号のいずれかに

該当することを証する書面 

２ 前項の場合において試験事務を行う者が厚生労働大臣であるときは、試験を受け

ようとする者の住所を管轄する都道府県労働局長を経由して提出しなければなら

ない。 

 

（合格証） 

第二十条 合格証は、様式第六号による。 

 

（合格証の再交付） 

第二十一条 試験に合格した者は、合格証を損傷し、又は滅失したときは、作業環境

測定士試験合格証再交付申請書（様式第七号）に当該損傷した合格証（合格証を滅

失したときは、その事実を記載した書面）を添えて、試験事務を行う者に提出し、

その再交付を受けることができる。 

２ 第十九条第二項の規定は、前項の規定による提出について準用する。この場合に

おいて、同条同項中「前項」とあるのは、「第二十一条第一項」と読み替えるもの

とする。 

 

（試験の細目） 

35



第二十二条 第十四条から前条までに定めるもののほか、試験の科目の範囲、試験の

時間その他試験の実施について必要な細目は、厚生労働大臣が定める。 

 

 

     第三款 講習 

 

 

第二十三条 削除 

 

（受講資格） 

第二十四条 第一種試験に合格した者又は第一種試験について試験の全科目が免除

された者は、第一種作業環境測定士講習及び第二種作業環境測定士講習（次項にお

いて「第二種講習」という。）を受けることができる。 

２ 第二種試験に合格した者又は第二種試験について試験の全科目が免除された者

は、第二種講習を受けることができる。 

 

（講習の免除） 

第二十五条 講習を修了した者（第五条第一項第二号又は第三号の規定による認定を

受けた者及び第五条の二に規定する者を含む。）に対しては、法別表第一の下欄に

掲げる講習科目のうち労働衛生管理の実務及び作業環境について行うデザイン及

びサンプリングの実務を免除する。 

 

（受講手続） 

第二十六条 講習を受けようとする者は、作業環境測定士講習受講申込書（様式第八

号）に次に掲げる書面を添えて、講習を行う法第三十二条第三項に規定する登録講

習機関（以下「登録講習機関」という。）に提出しなければならない。 

一 第二十四条に規定する受講資格を有することを証する書面 

二 前条の規定による免除を受けようとする者にあつては、同条に規定する者に該

当することを証する書面 

 

（講習修了証） 

第二十七条 講習修了証は、様式第九号による。 

 

（講習修了証の再交付） 

第二十八条 講習を修了した者は、講習修了証を損傷し、又は滅失したときは、作業

環境測定士講習修了証再交付申請書（様式第十号）に損傷した講習修了証（講習修

了証を滅失したときは、その事実を記載した書面）を添えて、講習修了証の交付を

受けた登録講習機関（登録講習機関が当該講習の業務を廃止した場合（当該登録を

取り消された場合及び当該登録が効力を失つた場合を含む。）にあつては、第四十

四条に規定する所轄都道府県労働局長等）に提出し、その再交付を受けることがで

きる。 

 

（都道府県労働局長が講習の業務を行う場合における規定の適用） 
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第二十九条 法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第五十三条の二

第一項の規定により都道府県労働局長が講習の業務の全部又は一部を自ら行う場

合における法第十六条第二項並びに第二十六条及び前条の規定の適用については、

これらの規定中「登録講習機関」とあるのは「都道府県労働局長又は登録講習機関」

とする。 

 

（講習の細目） 

第三十条 この款に定めるもののほか、講習の科目の範囲、講習の時間その他講習の

実施について必要な細目は、厚生労働大臣が定める。 

 

 

    第二節 指定試験機関 

 

 

（指定の申請） 

第三十一条 法第二十条第一項の規定による指定を受けようとする者は、次の事項を

記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 名称及び住所 

二 試験事務を行おうとする事務所の名称及び所在地 

三 試験事務を開始しようとする日 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書面を添えなければならない。 

一 定款及び登記事項証明書 

二 申請の日を含む事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表 

三 申請の日を含む事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書 

四 役員の氏名及び略歴を記載した書面 

 

（指定試験機関の名称等の変更の届出） 

第三十二条 法第二十二条第二項の規定による届出をしようとする法第二十条第二

項に規定する指定試験機関（以下「指定試験機関」という。）は、次の事項を記載

した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 変更後の指定試験機関の名称若しくは住所又は試験事務を行う事務所の所在

地 

二 変更しようとする日 

三 変更の理由 

２ 指定試験機関は、試験事務を行う事務所を新設し、又は廃止しようとするときは、

次の事項を記載した届出書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 新設し、又は廃止しようとする事務所の名称及び所在地 

二 新設し、又は廃止しようとする事務所において試験事務を開始し、又は廃止し

ようとする日 

三 新設又は廃止の理由 

３ 指定試験機関は、試験事務を行う事務所の名称を変更したときは、速やかに、変

更後の事務所の名称及び変更した日を、書面により、厚生労働大臣に届け出なけれ

ばならない。 
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４ 厚生労働大臣は、前項の届出があつたときは、その旨を官報で公示するものとす

る。 

 

（役員の選任及び解任の認可の申請） 

第三十三条 指定試験機関は、法第二十三条第一項の認可を受けようとするときは、

次の事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 選任又は解任に係る役員の氏名及び略歴 

二 選任又は解任の理由 

 

（試験員の要件） 

第三十四条 法第二十四条第二項の厚生労働省令で定める要件は、次の各号のいずれ

かに該当する者であることとする。 

一 学校教育法による大学において衛生学又は空気環境その他の環境の測定に関

する科目を担当する教授又は准教授の職にあり、又はあつた者 

二 学校教育法による大学又は高等専門学校において理科系統の正規の課程を修

めて卒業した者で、その後十年以上国、地方公共団体、一般社団法人又は一般財

団法人その他これらに準ずるものの研究機関において空気環境その他の環境の

測定に関する研究の業務に従事した経験を有するもの 

三 その他作業環境測定に関し前二号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有

すると認められる者 

 

（試験員の選任又は解任の届出） 

第三十五条 法第二十四条第三項前段の規定による届出をしようとする指定試験機

関は、同条第一項の作業環境測定士試験員（以下「試験員」という。）の氏名、略

歴、担当する試験の科目及び選任の理由を記載した届出書を厚生労働大臣に提出し

なければならない。 

２ 指定試験機関は、試験員の氏名について変更が生じたとき、試験員の担当する試

験の科目を変更したとき、又は試験員を解任したときは、その日から十五日以内に、

その旨を厚生労働大臣に届け出なければならない。 

 

（試験事務規程の認可の申請） 

第三十六条 指定試験機関は、法第二十五条第一項前段の認可を受けようとするとき

は、当該認可に係る試験事務規程を添えて、書面により、申請しなければならない。 

 

（試験事務規程の記載事項） 

第三十七条 法第二十五条第三項の試験事務規程で定めるべき事項は、次のとおりと

する。 

一 試験の実施の方法に関する事項 

二 手数料の収納の方法に関する事項 

三 合格証の交付及び再交付に関する事項 

四 試験事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項 

五 試験事務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項 

六 その他試験事務の実施に関し必要な事項 
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（試験事務規程の変更の認可の申請） 

第三十八条 指定試験機関は、法第二十五条第一項後段の規定により認可を受けよう

とするときは、次の事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならな

い。 

一 変更しようとする事項 

二 変更しようとする日 

三 変更の理由 

 

（不正受験者に対する処分の報告） 

第三十九条 指定試験機関は、法第二十条第二項の規定により法第十七条に規定する

厚生労働大臣の職権を行つたときは、遅滞なく、次の事項を記載した報告書を厚生

労働大臣に提出しなければならない。 

一 処分の内容及び処分を行つた日 

二 処分を受けた者の氏名、生年月日及び住所 

三 処分の理由 

 

（試験結果の報告） 

第四十条 指定試験機関は、試験を実施したときは、当該試験を実施した日から二月

以内に、試験結果報告書（様式第十一号）に合格者の氏名、生年月日、住所、合格

証の番号及び合格した試験の第一種試験又は第二種試験の別並びに第一種試験に

合格した者については選択した分析の技術に関する科目を記載した合格者一覧を

添えて、厚生労働大臣に提出しなければならない。 

 

（帳簿の作成と保存） 

第四十一条 指定試験機関は、試験を実施したときは、合格者の氏名、生年月日、住

所、合格証の番号及び合格した試験の第一種試験又は第二種試験の別並びに第一種

試験に合格した者については選択した分析の技術に関する科目を記載した帳簿を

作成し、試験事務に関する業務を廃止するまで保存しなければならない。 

 

（試験事務の休廃止の許可の申請） 

第四十二条 指定試験機関は、法第二十九条第一項の許可を受けようとするときは、

次の事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 休止し、又は廃止しようとする試験事務に関する業務の範囲 

二 試験事務に関する業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとする日及び

試験事務に関する業務の全部又は一部を休止しようとする場合にあつては、その

期間 

三 試験事務に関する業務の全部又は一部を休止し、又は廃止しようとする理由 

 

（試験事務の引継ぎ等） 

第四十三条 指定試験機関は、法第三十一条第三項に規定する場合には、次の事項を

行わなければならない。 

一 試験事務を厚生労働大臣に引き継ぐこと。 

二 試験事務に関する帳簿及び書類を厚生労働大臣に引き継ぐこと。 

三 その他厚生労働大臣が必要と認める事項 
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    第三節 登録講習機関 

 

 

（登録の申請） 

第四十四条 法第三十二条第一項の登録（以下この節において「登録」という。）を

受けようとする者は、登録講習機関登録申請書（様式第十二号）に次に掲げる書面

を添えて、当該者が申請に係る講習又は法第四十四条第一項に規定する研修（以下

「研修」という。）を行おうとする場所を管轄する都道府県労働局長（講習又は研

修を行おうとする場所が二以上の都道府県労働局の管轄区域にわたる場合には、厚

生労働大臣。以下この節において「所轄都道府県労働局長等」という。）に提出し

なければならない。 

一 申請者が法人である場合は、その定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

二 申請者が個人である場合は、その住民票の写し 

三 申請者が法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第四十六条第

二項各号の規定に該当しないことを説明した書面 

四 次の事項を記載した書面 

イ 申請者が法人である場合は、その役員の氏名及び略歴 

ロ 講習又は研修の業務を管理する者の氏名及び略歴 

ハ 申請に係る講習又は研修の講師の氏名、略歴及び担当する講習又は研修の科

目 

ニ 申請に係る講習又は研修に用いる機械器具その他の設備の種類、数、性能及

びそれらの所有又は借入れの別 

ホ 講習又は研修の業務以外の業務を行つているときは、その業務の種類及び概

要 

 

（登録の更新に係る準用） 

第四十五条 前条の規定は、法第三十二条第四項の登録の更新について準用する。 

 

（変更の届出） 

第四十五条の二 登録講習機関は、法第三十二条第三項において準用する労働安全衛

生法第四十七条の二の規定により変更の届出をしようとするときは、登録講習機関

登録事項変更届出書（様式第十二号の二）を所轄都道府県労働局長等に提出しなけ

ればならない。 

 

（業務規程の届出） 

第四十六条 登録講習機関は、法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法

第四十八条第一項前段の届出をしようとするときは、登録講習機関業務規程届出書

（様式第十三号）に当該届出に係る業務規程を添えて、所轄都道府県労働局長等に

提出しなければならない。 

 

（業務規程の記載事項） 
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第四十七条 法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第四十八条第二

項の業務規程で定めるべき事項は、次のとおりとする。 

一 講習又は研修の実施方法 

二 講習又は研修に関する料金 

三 前号の料金の収納の方法に関する事項 

四 講習又は研修の講師の選任及び解任に関する事項 

五 講習又は研修の科目及び時間に関する事項 

六 講習修了証又は第六十九条第三項の研修修了証（第四十九条及び第五十条にお

いて「研修修了証」という。）の発行に関する事項 

七 講習又は研修の業務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項 

八 講習又は研修の実施に関する計画に関する事項 

九 法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第五十条第二項第二号

及び第四号の請求に係る費用に関する事項 

十 その他講習又は研修の業務に関し必要な事項 

 

（業務規程の変更の届出） 

第四十八条 登録講習機関は、法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法

第四十八条第一項後段の規定により届出をしようとするときは、登録講習機関業務

規程変更届出書（様式第十四号）を所轄都道府県労働局長等に提出しなければなら

ない。 

 

（業務の休廃止等の届出） 

第四十八条の二 登録講習機関は、法第三十二条第三項において準用する労働安全衛

生法第四十九条の規定により講習又は研修の業務の休止又は廃止の届出をしよう

とするときは、講習・研修業務休廃止届出書（様式第十四号の二）を所轄都道府県

労働局長等に提出しなければならない。 

２ 前項の規定による届出が講習又は研修の業務の廃止の届出である場合は、第五十

条の帳簿の写しを添付しなければならない。 

３ 登録講習機関は、当該登録を取り消されたとき又は当該登録がその効力を失つた

ときは、第五十条の帳簿の写しを所轄都道府県労働局長等に提出しなければならな

い。 

 

（電磁的記録に記録された事項を表示する方法） 

第四十八条の三 法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第五十条第

二項第三号に規定する厚生労働省令で定める方法は、当該電磁的記録に記録された

事項を紙面又は出力装置の映像面に表示する方法とする。 

 

（電磁的記録に記録された事項を提供するための電磁的方法） 

第四十八条の四 法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第五十条第

二項第四号に規定する厚生労働省令で定める電磁的方法は、次に掲げる方法のうち

いずれかの方法とする。 

一 送信者の使用に係る電子計算機と受信者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織を使用する方法であつて、当該電気通信回路
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を通じて情報が送信され、受信者の使用に係る電子計算機に備えられたファイル

に当該情報が記録されるもの 

二 磁気ディスクその他これに準ずる方法により一定の情報を確実に記録してお

くことができる物をもつて作成するファイルに情報を記録したものを交付する

方法 

 

（計画の記載事項） 

第四十八条の五 法第三十二条第六項の講習又は研修の実施に関する計画には、次に

掲げる事項を記載しなければならない。 

一 講習又は研修の実施時期、実施場所、種類、科目、時間及び受講定員に関する

事項 

二 講習又は研修の講師の氏名 

 

（講習等の結果の報告） 

第四十九条 登録講習機関は、講習又は研修を行つたときは、当該講習又は研修が終

了した日の属する月の翌月末日までに講習・研修結果報告書（様式第十五号）に講

習又は研修の修了者の氏名、生年月日、住所、講習修了証又は研修修了証の番号及

び修了した講習又は研修の科目を記載した講習・研修修了者一覧を添えて、所轄都

道府県労働局長等に提出しなければならない。 

 

（帳簿の作成と保存） 

第五十条 登録講習機関は、講習又は研修を行つたときは、講習又は研修の修了者の

氏名、生年月日、住所、修了年月日、講習修了証又は研修修了証の番号及び修了し

た講習又は研修の科目を記載した帳簿を作成し、講習又は研修の業務を廃止するま

で保存しなければならない。 

 

（講習等の業務の引継ぎ等） 

第五十条の二 登録講習機関は、法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生

法第五十三条の二第一項に規定する場合には、次の事項を行わなければならない。 

一 講習又は研修の業務を行つた事務所ごとに、当該事務所の所在地を管轄する都

道府県労働局長に当該講習又は研修の業務並びに当該講習又は研修の業務に関

する帳簿及び書類を引き継ぐこと。 

二 その他講習又は研修の業務を行つた事務所の所在地を管轄する都道府県労働

局長が必要と認める事項 

 

（公示） 

第五十一条 所轄都道府県労働局長等は、次の表の上欄に掲げる場合には、同表の下

欄に掲げる事項を、厚生労働大臣にあつては官報で告示し、都道府県労働局長にあ

つては当該都道府県労働局の掲示板に掲示しなければならない。 

法第五条又は法第四十四条第一項の

規定による登録をしたとき。 

一 登録講習機関の氏名又は名称及び住所並

びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 講習又は研修の業務を行う事務所の名称及
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び所在地 

三 行うことができる講習又は研修 

四 登録した年月日 

法第三十二条第三項において準用する

労働安全衛生法第四十七条の二の規

定による労働安全衛生法第四十六条第

四項第二号の事項の変更の届出があつ

たとき。 

一 変更前及び変更後の登録講習機関の氏名

又は名称及び住所並びに法人にあつては、そ

の代表者の氏名 

二 変更する年月日 

法第三十二条第三項において準用する

労働安全衛生法第四十七条の二の規

定による労働安全衛生法第四十六条第

四項第三号の事項の変更の届出があつ

たとき。 

一 登録講習機関の氏名又は名称 

二 変更前及び変更後の講習又は研修の業務

を行う事務所の名称及び所在地 

三 変更する年月日 

法第三十二条第三項において準用する

労働安全衛生法第四十九条の規定によ

る届出があつたとき。 

一 講習又は研修の業務の全部又は一部を休

止し、又は廃止する登録講習機関の氏名又は

名称及び住所並びに法人にあつては、その代

表者の氏名 

二 休止し、又は廃止する講習又は研修の業務

の範囲 

三 講習又は研修の業務の全部又は一部を休

止し、又は廃止する年月日 

四 講習又は研修の業務の全部又は一部を休

止しようとする場合にあつては、その期間 

法第三十二条第三項において準用する

労働安全衛生法第五十三条の規定によ

り登録を取り消し、又は講習若しくは研

修の業務の全部若しくは一部の停止を

命じたとき。 

一 登録講習機関の氏名又は名称及び住所並

びに法人にあつては、その代表者の氏名 

二 登録を取り消し、又は講習若しくは研修の業

務の全部若しくは一部の停止を命じた年月日 

三 講習又は研修の業務の全部又は一部の停
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止を命じた場合にあつては、停止を命じた講

習又は研修の範囲及びその期間 

法第三十二条第三項において準用する

労働安全衛生法第五十三条の二の規

定により都道府県労働局長が講習又は

研修の業務を自ら行うものとするとき。 

一 講習又は研修の業務の全部又は一部を自ら

行うものとする都道府県労働局長の名称 

二 講習又は研修の業務の全部又は一部を自ら

行うものとする年月日 

三 自ら行うものとする講習又は研修の業務の

範囲及びその期間 

法第三十二条第三項において準用する

労働安全衛生法第五十三条の二の規

定により都道府県労働局長が自ら行つ

ていた講習又は研修の業務の全部又は

一部を行わないものとするとき。 

一 講習又は研修の業務の全部又は一部を行

わないものとする都道府県労働局長の名称 

二 講習又は研修の業務の全部又は一部を行

わないものとする年月日 

三 行わないものとする講習又は研修の業務の

範囲 

 

 

 

    第四節 指定登録機関 

 

 

（指定の申請） 

第五十一条の二 法第三十二条の二第一項の規定による指定を受けようとする者は、

次の事項を記載した申請書を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

一 名称及び住所 

二 登録事務を行おうとする事務所の名称及び所在地 

三 登録事務を開始しようとする日 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書面を添えなければならない。 

一 定款及び登記事項証明書 

二 申請の日を含む事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表 

三 申請の日を含む事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書 

四 役員の氏名及び略歴を記載した書面 

 

（指定登録機関への書類の交付） 

第五十一条の三 厚生労働大臣は、指定登録機関に対し、試験に合格した者の氏名、

生年月日、住所、合格証の番号及び合格した試験の第一種試験又は第二種試験の別

並びに第一種試験に合格した者については選択した分析の技術に関する科目を記
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載した書類並びに講習を修了した者の氏名、生年月日、住所、講習修了証の番号及

び修了した講習の科目を記載した書類を交付するものとする。 

 

（指定登録機関への通知） 

第五十一条の四 厚生労働大臣は、指定登録機関が登録事務を行う場合において、法

第十二条の規定により作業環境測定士の登録を取り消したときは、その旨を指定登

録機関に通知しなければならない。 

 

（登録事務規程の記載事項） 

第五十一条の五 法第三十二条の二第四項において準用する法第二十五条第三項の

登録事務規程で定めるべき事項は、次のとおりとする。 

一 登録事務を行う時間及び休日に関する事項 

二 登録事務を行う場所に関する事項 

三 登録の実施の方法に関する事項 

四 手数料の収納の方法に関する事項 

五 登録証の交付、書換え及び再交付に関する事項 

六 登録事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項 

七 登録事務に関する帳簿及び書類並びに法第七条第一項の作業環境測定士名簿

の保存に関する事項 

八 その他登録事務の実施に関し必要な事項 

 

（登録状況の報告） 

第五十一条の六 指定登録機関は、事業年度の各四半期の経過後遅滞なく、登録状況

報告書（様式第十五号の二）を厚生労働大臣に提出しなければならない。 

 

（不正登録者の報告） 

第五十一条の七 指定登録機関は、作業環境測定士に登録に関し不正の行為があつた

と思料するときは、直ちに、次の事項を記載した報告書を厚生労働大臣に提出しな

ければならない。 

一 当該作業環境測定士に係る登録事項 

二 登録に関する不正の行為 

 

（帳簿の作成と保存） 

第五十一条の八 指定登録機関は、作業環境測定士の種別及びその種別が第一種作業

環境測定士である場合にあつては作業環境測定を行うことができる別表に掲げる

作業場の種類ごとに、次の事項を記載した帳簿を作成し、登録事務を廃止するまで

保存しなければならない。 

一 各月における登録、登録の拒否及び登録の消除の件数 

二 各月における登録証の書換え、再交付及び返納の件数 

三 各月における第十二条の報告（作業環境測定士がその業務を廃止し、又は死亡

した場合に係るものに限る。）及び前条の報告の件数 

四 各月の末日において登録を受けている者の人数 

 

（準用） 
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第五十一条の九 第三十二条、第三十三条、第三十六条、第三十八条、第四十二条及

び第四十三条の規定は、指定登録機関に関して準用する。この場合において、第三

十二条第一項中「法第二十二条第二項」とあるのは「法第三十二条の二第四項にお

いて準用する法第二十二条第二項」と、「法第二十条第二項に規定する指定試験機

関（以下「指定試験機関」という。）」とあるのは「法第三十二条の二第二項に規

定する指定登録機関（以下「指定登録機関」という。）」と、同項第一号中「試験

事務」とあるのは「、法第三十二条の二第一項に規定する登録事務（以下「登録事

務」という。）」と、同条第二項及び第三項、第四十二条並びに第四十三条中「試

験事務」とあるのは「登録事務」と、第三十三条中「法第二十三条第一項」とある

のは「法第三十二条の二第四項において準用する法第二十三条第一項」と、第三十

六条中「法第二十五条第一項前段」とあるのは「法第三十二条の二第四項において

準用する法第二十五条第一項前段」と、「試験事務規程」とあるのは「登録事務規

程」と、第三十八条中「法第二十五条第一項後段」とあるのは「法第三十二条の二

第四項において準用する法第二十五条第一項後段」と、第四十二条中「法第二十九

条第一項」とあるのは「法第三十二条の二第四項において準用する法第二十九条第

一項」と、第四十三条中「法第三十一条第三項」とあるのは「法第三十二条の二第

四項において準用する法第三十一条第三項」と、同条第二号中「書類」とあるのは

「書類並びに法第七条の作業環境測定士名簿」と読み替えるものとする。 

 

 

 

   第三章 作業環境測定機関 

 

 

（登録事項） 

第五十二条 法第三十三条第一項第三号の厚生労働省令で定める事項は、作業環境測

定機関になろうとする者が作業環境測定を行うことができる別表に掲げる作業場

の種類とする。 

 

（登録の申請） 

第五十三条 法第三十三条第一項の登録を受けようとする者は、作業環境測定機関登

録申請書（様式第十六号）に同項第二号に掲げる事項及び前条に規定する事項を証

する書面を添えて、その事務所の所在地を管轄する都道府県労働局長（その事務所

が二以上の都道府県労働局の管轄区域にわたる場合にあつては、厚生労働大臣）に

提出しなければならない。 

 

（登録の基準） 

第五十四条 法第三十三条第二項の厚生労働省令で定める基準は、次のとおりとする。 

一 第五十二条に規定する別表に掲げる作業場の種類について法第七条の登録を

受けている第一種作業環境測定士が置かれること。 

二 作業環境測定に使用する機器及び設備が厚生労働大臣の定める基準に適合す

るものであること。 

三 作業環境測定の業務を行うために必要な事務所を有すること。 
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（登録証） 

第五十五条 法第三十四条第二項において準用する法第十条の作業環境測定機関登

録証（以下この章において「登録証」という。）は、様式第十七号による。 

 

（登録証の書換え） 

第五十六条 作業環境測定機関は、法第三十三条第一項第二号に掲げる事項について

変更が生じたとき（法第三十四条第一項において準用する労働安全衛生法第五十四

条の五第一項の承継により変更が生じたときを除く。）は、遅滞なく、作業環境測

定機関登録証書換申請書（様式第十八号）に登録証及び書換えの理由を証する書面

を添えて、当該作業環境測定機関の事務所の所在地を管轄する都道府県労働局長

（その事務所が二以上の都道府県労働局の管轄区域にわたる場合にあつては、厚生

労働大臣。以下この章において「所轄都道府県労働局長等」という。）に提出し、

登録証の書換えを受けなければならない。 

２ 作業環境測定機関は、第五十二条に規定する事項について変更しようとするとき

（法第三十四条第一項において準用する労働安全衛生法第五十四条の五第一項の

承継により変更しようとするときを除く。）は、作業環境測定機関登録証書換申請

書に登録証及び書換えの理由を証する書面を添えて、所轄都道府県労働局長等に提

出し、登録証の書換えを受けなければならない。 

 

（承継の届出及び登録証の書換え） 

第五十六条の二 法第三十四条第一項において準用する労働安全衛生法第五十四条

の五第二項の届出をしようとする者は、作業環境測定機関承継届出及び登録証書換

申請書（様式第三号の二）に承継の理由を証する書面を添えて、所轄都道府県労働

局長等に提出しなければならない。 

２ 作業環境測定機関の地位を承継した者は、当該承継により登録証に記載された事

項について変更が生じたときは、前項の作業環境測定機関承継届出及び登録証書換

申請書に登録証を添えて、所轄都道府県労働局長等に提出し、登録証の書換えを受

けなければならない。 

 

（登録証の再交付） 

第五十七条 作業環境測定機関は、登録証を損傷し、又は滅失したときは、作業環境

測定機関登録証再交付申請書（様式第十八号）に当該損傷した登録証（登録証を滅

失したときは、その事実を記載した書面）を添えて、所轄都道府県労働局長等に提

出し、登録証の再交付を受けることができる。 

２ 前項の規定により登録証の再交付を申請した者は、失つた登録証を発見したとき

は、遅滞なく、これを所轄都道府県労働局長等に返納しなければならない。 

 

（業務規程の届出） 

第五十八条 作業環境測定機関は、法第三十四条の二第一項前段の規定による届出を

しようとするときは、作業環境測定機関業務規程届出書（様式第二十号）に当該届

出に係る業務規程を添えて、所轄都道府県労働局長等に提出しなければならない。 

 

（業務規程の記載事項） 
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第五十九条 法第三十四条の二第三項の業務規程で定めるべき事項は、次のとおりと

する。 

一 作業環境測定を行うことができる別表に掲げる作業場の種類 

二 測定料の額及びその収納の方法に関する事項 

三 測定結果についての証明書の発行に関する事項 

四 作業環境測定の業務に関する帳簿及び書類の保存に関する事項 

五 その他作業環境測定の業務に関し必要な事項 

 

（業務規程の変更の届出） 

第六十条 作業環境測定機関は、法第三十四条の二第一項後段の規定による届出をし

ようとするときは、作業環境測定機関業務規程変更届出書（様式第二十一号）を所

轄都道府県労働局長等に提出しなければならない。 

 

（作業環境測定の実施） 

第六十一条 作業環境測定機関は、第三条第二項の規定により事業者の委託を受けて

作業環境測定を行うときは、次に定めるところによらなければならない。 

一 簡易測定機器以外の機器を用いて行う分析は、当該事業者の指定作業場の属す

る別表に掲げる作業場の種類について登録を受けている第一種作業環境測定士

に実施させること。 

二 前号に規定する分析以外の作業環境測定は、作業環境測定士に実施させること。 

 

（書類の作成と保存） 

第六十二条 作業環境測定機関は、作業環境測定を行つたときは、当該作業環境測定

を行つた作業場の名称及び所在地、測定年月日、当該作業環境測定を実施した作業

環境測定士の氏名、測定方法並びに測定結果を記載した書類を作成し、三年間保存

しなければならない。 

２ 作業環境測定機関は、機器を用いて分析を行つた場合において、当該分析に伴い

チャートその他の資料を作成したときは、当該資料を前項の書類とともに保存する

ものとする。 

 

（業務の休廃止の届出） 

第六十三条 作業環境測定機関は、法第三十五条の二前段の規定による届出をしよう

とするときは、次の事項を記載した届出書を所轄都道府県労働局長等に提出しなけ

ればならない。 

一 休止し、又は廃止した作業環境測定の業務の範囲 

二 作業環境測定の業務の全部又は一部を休止し、又は廃止した日及び作業環境測

定の業務の全部又は一部を休止した場合にあつては、休止しようとする期間 

三 作業環境測定の業務の全部又は一部を休止し、又は廃止した理由 

 

（業務の再開の届出） 

第六十三条の二 作業環境測定機関は、法第三十五条の二後段の規定による届出をし

ようとするときは、次の事項を記載した届出書を所轄都道府県労働局長等に提出し

なければならない。 

一 再開した作業環境測定の業務の範囲 
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二 作業環境測定の業務の全部又は一部を再開した日 

三 作業環境測定の業務の全部又は一部を再開した理由 

 

（登録の取消し等） 

第六十四条 法第三十五条の三第一項若しくは第二項の規定による登録の取消し又

は同項の規定による作業環境測定の業務の全部若しくは一部の停止の命令は、理由

を付して、書面により行うものとする。 

 

（登録証の返納） 

第六十五条 作業環境測定機関は、登録を取り消され、又は作業環境測定機関の業務

の全部を廃止したときは、遅滞なく、登録証を所轄都道府県労働局長等に返納しな

ければならない。 

 

 

   第四章 雑則 

 

 

（労働基準監督署長及び労働基準監督官） 

第六十六条 労働基準監督署長は、都道府県労働局長の指揮監督を受けて、この省令

に定めるもののほか、法の施行に関する事務をつかさどる。 

２ 労働基準監督官は、上司の命を受けて、法に基づく立入検査、司法警察員の職務

その他の法の施行に関する事務をつかさどる。 

 

（証票） 

第六十七条 法第三十九条第二項の証票は、労働基準法施行規則（昭和二十二年厚生

省令第二十三号）様式第十八号による。 

２ 法第四十一条第二項において準用する法第三十九条第二項の証票は、労働安全衛

生規則（昭和四十七年労働省令第三十二号）様式第二十一号の二の二による。 

 

（報告等） 

第六十八条 厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働基準監督署長又は労働基準監督

官は、法第四十二条第一項の規定により、事業者に対し必要な事項を報告させ、又

は出頭を命ずるときは、次の事項を通知するものとする。 

一 報告をさせ、又は出頭を命ずる理由 

二 出頭を命ずる場合には、聴取しようとする事項 

 

（研修） 

第六十九条 法第四十四条第一項の規定による都道府県労働局長の指示は、研修を受

けるべき科目を指定して行うものとする。 

２ 研修を受けようとする者は、作業環境測定士研修受講申込書（様式第八号）を、

研修を行う登録講習機関に提出しなければならない。 

３ 研修を行う登録講習機関は、研修を修了した者に対し、様式第二十二号による研

修修了証を交付する。 
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４ 第二十八条の規定は、研修を修了した者について準用する。この場合において、

同条中「講習修了証」とあるのは「第六十九条第三項の研修修了証」と、「作業環

境測定士講習修了証再交付申請書（様式第十号）」とあるのは「作業環境測定士研

修修了証再交付申請書（様式第十号）」と読み替えるものとする。 

５ 法第三十二条第三項において準用する労働安全衛生法第五十三条の二第一項の

規定により都道府県労働局長が研修の業務の全部又は一部を自ら行う場合におけ

る前三項の規定の適用については、これらの規定中「登録講習機関」とあるのは「都

道府県労働局長又は登録講習機関」とする。 

６ 前各項に定めるもののほか、研修の実施について必要な細目は、厚生労働大臣が

定める。 

 

第七十条 削除 

 

第七十一条 削除 

 

第七十二条 削除 

 

第七十三条 削除 

 

（特定科目） 

第七十四条 令第三条第一号イの厚生労働省令で定める試験の科目は、第十六条第一

項第一号から第四号までに掲げる科目とする。 

 

 

   附 則 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、法の施行の日（昭和五十年八月一日）から施行する。ただし、

第三条、第四条及び第六十一条の規定は法第三条の規定の施行の日から、附則第七

条の規定（労働安全衛生規則第五百八十七条の前の見出しを改める部分並びに同令

様式第二十一号の二に（第五面）及び（第六面）を加える部分を除く。）は法附則

第四条のうち労働安全衛生法第六十五条の改正規定中同条に四項を加える部分の

施行の日から施行する。 

 

（作業環境測定士の資格等に関する経過措置） 

第二条 令附則第三条の規定により作業環境測定士となる資格を有することとされ

た者については、法第七条第四号の労働省令で定める事項は、第六条第一号の規定

にかかわらず、その者が合格した第一種試験において選択した分析の技術に関する

科目に応じた別表に掲げる作業場の種類とする。 

２ 令附則第三条の規定により法第七条の登録を受けようとする者は、法第九条第二

項の規定及び第七条第二項の規定にかかわらず、合格証をその者の住所を管轄する

都道府県労働基準局長に提示しなければならない。 
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第三条 令附則第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有すること

とされた者については、法第七条第四号の労働省令で定める事項は、第六条第一号

の規定にかかわらず、その者が簡易測定機器以外の機器を用いて実施している作業

環境測定に係る指定作業場の種類に応じた別表に掲げる作業場の種類とする。 

２ 令附則第四条第一項の規定により法第七条の登録を受けようとする者は、法第九

条第二項の規定及び第七条の規定にかかわらず、作業環境測定士登録申請書に令附

則第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有する者であることを

証する書面を添えて、その者の住所を管轄する都道府県労働基準局長を経由して労

働大臣に提出しなければならない。 

３ 令附則第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有することとさ

れた者で、法第七条の登録を受けたものは、昭和五十二年七月三十一日までに試験

に合格したときは、遅滞なく、その旨を、書面により、その者の住所を管轄する都

道府県労働基準局長を経由して労働大臣に届け出なければならない。 

４ 前項の規定による届出を行う場合には、合格証を同項に規定する都道府県労働基

準局長に提示しなければならない。 

５ 令附則第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有することとさ

れた者で、法第七条の登録を受けたものは、令附則第四条第三項の規定により当該

登録がその効力を失つたときは、遅滞なく、第八条に規定する登録証をその者の住

所を管轄する都道府県労働基準局長を経由して労働大臣に返納し、又は記載事項の

書換えを受けるために提出しなければならない。 

 

第四条 令附則第三条又は第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を

有することとされた者で、法第七条の登録を受けたものは、昭和五十三年七月三十

一日までに講習を修了したときは、遅滞なく、その旨を、書面により、その者の住

所を管轄する都道府県労働基準局長を経由して労働大臣に届け出なければならな

い。 

２ 前項の規定による届出を行う場合には、講習修了証を同項に規定する都道府県労

働基準局長に提示しなければならない。 

３ 令附則第三条又は第四条第一項の規定により作業環境測定士となる資格を有す

ることとされた者で、法第七条の登録を受けたものは、令附則第五条の規定により

当該登録がその効力を失つたときは、遅滞なく、第八条に規定する登録証をその者

の住所を管轄する都道府県労働基準局長を経由して労働大臣に返納し、又は記載事

項の書換えを受けるために提出しなければならない。 

 

第五条 昭和五十年八月一日において現に計量法第百六十条の規定により環境計量

士の登録を受けている者で、計量法第百二十三条の規定により計量法施行規則第三

十六条第六号の事業に係る登録を受けている者が行う計量証明の業務に従事し、か

つ、作業環境測定の業務に従事しているものに対しては、昭和五十二年七月三十一

日までの間、第一種試験及び第二種試験の科目のうち、別表第二号の作業場の作業

環境について行う分析の技術を除く全科目を免除する。 

 

   附 則 （昭和五〇年九月三〇日労働省令第二六号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和五十年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五一年一月一二日労働省令第一号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （昭和五一年三月二五日労働省令第四号） 抄 

 

 

（施行期日） 

１ この省令は、昭和五十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五一年三月三〇日労働省令第七号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五一年五月一四日労働省令第二一号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （昭和五一年一〇月一五日労働省令第三九号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （昭和五三年八月七日労働省令第三二号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和五十三年九月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五三年九月三〇日労働省令第三七号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和五十三年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五四年四月二五日労働省令第一八号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和五十四年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和五五年九月一八日労働省令第二五号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （昭和五六年九月三日労働省令第三一号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （昭和五七年九月二日労働省令第三一号） 

 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に提出されている改正前の作業環境測定法施行規則（以下

「旧規則」という。）様式第三号による作業環境測定士登録証書換申請書、旧規則

様式第四号による作業環境測定士登録証再交付申請書、旧規則様式第十八号による

作業環境測定機関登録証書換申請書及び旧規則様式第十九号による作業環境測定

機関登録証再交付申請書は、それぞれ、改正後の作業環境測定法施行規則（以下「新

規則」という。）様式第三号による作業環境測定士登録証書換申請書、同様式によ

る作業環境測定士登録証再交付申請書、新規則様式第十八号による作業環境測定機

関登録証書換申請書及び同様式による作業環境測定機関登録証再交付申請書とみ

なす。 

３ 新規則第九条第一項又は第二項の規定による作業環境測定士登録証書換申請書、

新規則第十条第一項の規定による作業環境測定士登録証再交付申請書、新規則第五

十六条第一項又は第二項の規定による作業環境測定機関登録証書換申請書及び新

規則第五十七条第一項の規定による作業環境測定機関登録証再交付申請書は、当分

の間、なお従前の様式によることができる。 

 

   附 則 （昭和五八年一二月二六日労働省令第三二号） 

 

 

１ この省令は、昭和五十九年三月一日から施行する。 

２ この省令の施行の際現に交付されている改正前の作業環境測定法施行規則様式

第二号の作業環境測定士登録証は、改正後の作業環境測定法施行規則様式第二号の

作業環境測定士登録証とみなす。 

 

   附 則 （昭和五九年三月二七日労働省令第五号） 
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 この省令は、昭和五十九年四月一日から施行する。ただし、第十七条第十六号及び

第十七号の改正規定は、昭和五十九年十月一日から施行する。 

 

 

   附 則 （昭和六〇年九月三〇日労働省令第二三号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和六十年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （昭和六一年一月二四日労働省令第一号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。 

 

（様式に関する経過措置） 

第三条 この省令の施行の際現に交付されている改正前の作業環境測定法施行規則

様式第二号の作業環境測定士登録証は、改正後の作業環境測定法施行規則様式第二

号の作業環境測定士登録証とみなす。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第四条 この省令の施行前にした改正前の作業環境測定法施行規則の規定に違反す

る行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （昭和六三年九月一日労働省令第二四号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和六十三年十月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第七条第一項の改正規定（改正後の同項第三号に係る部分に限る。）、第十二条

の改正規定、第六十九条の改正規定、別表第四の改正規定及び別表第五の改正規定

並びに附則第三条、第六条及び第七条の規定 昭和六十四年十月一日 

 

（罰則に関する経過措置） 

第八条 この省令の施行前にした行為及び附則第二条の規定によりなお従前の例に

よることとされる事項に係るこの省令の施行後にした行為に対する罰則の適用に

ついては、なお従前の例による。 

 

   附 則 （昭和六三年九月一日労働省令第二六号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この省令は、昭和六十三年十月一日から施行する。ただし、第一条中第二十

八条第一項の改正規定及び第四条の規定は、昭和六十五年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成元年七月一二日労働省令第二六号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成三年一二月二七日労働省令第三〇号） 

 

 

１ この省令は、平成四年一月一日から施行する。ただし、第十七条に一号を加える

改正規定は、平成四年十一月一日から施行する。 

２ 改正後の作業環境測定法施行規則第十七条第二十四号の規定は、第十七条に一号

を加える改正規定の施行後に行われた作業環境測定法施行規則第十六条第一号か

ら第四号までに掲げる科目の法第五条の作業環境測定士試験を受け、一部の科目に

ついて合格点を得た者について適用する。 

 

   附 則 （平成五年二月一二日労働省令第一号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成五年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成五年一二月二〇日労働省令第三六号） 抄 

 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

 

   附 則 （平成六年九月二九日労働省令第四二号） 

 

 この省令は、行政手続法（平成五年法律第八十八号）の施行の日（平成六年十月一

日）から施行する。 

 

 

   附 則 （平成六年一一月一〇日労働省令第五二号） 

 

 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

２ 計量法（昭和二十六年法律第二百七号）第百六十条の規定により計量法施行規則

（昭和四十二年通商産業省令第八十号）第五十二条の二第一号に規定する環境計量

士の登録を受けた者は、改正後の作業環境測定法施行規則第十七条第二号及び第三

号の規定の適用については、計量法（平成四年法律第百五十一号）第百二十二条第

55



一項の規定により計量法施行規則（平成五年通商産業省令第六十九号）第五十条第

一号に規定する環境計量士（濃度関係）の登録を受けた者とみなす。 

 

   附 則 （平成九年一〇月一日労働省令第三二号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成一〇年四月二七日労働省令第二四号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一一年一月一一日労働省令第四号） 

 

 

（施行期日） 

１ この省令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この省令の施行の際現にある改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り

繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成一一年三月三〇日労働省令第二一号） 

 

 

１ この省令は、平成十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一一年九月三〇日労働省令第三八号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。ただし、附則第三条から第八条までの

規定は、法の一部の施行の日（平成十一年十月一日）から施行する。 

 

   附 則 （平成一一年一一月一七日労働省令第四三号） 

 

 この省令は、平成十一年十一月二十日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成一二年一月三一日労働省令第二号） 抄 

 

 

（施行期日） 
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第一条 この省令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

（処分、申請等に関する経過措置） 

第二条 地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（以下「地方分

権推進整備法」という。）の施行前に改正前のそれぞれの法律若しくはこれに基づ

く政令の規定（これらの規定を準用する他の法律又はこれに基づく政令の規定を含

む。以下同じ。）により都道府県労働基準局長若しくは都道府県知事が行つた許可

等の処分その他の行為（以下「処分等の行為」という。）又は地方分権推進整備法

の施行の際現に改正前のそれぞれの法律若しくはこれに基づく政令の規定により

都道府県労働基準局長若しくは都道府県知事に対してされている許可等の申請そ

の他の行為（以下「申請等の行為」という。）で、地方分権推進整備法の施行の日

においてこれらの行為に係る行政事務を地方分権推進整備法による改正後のそれ

ぞれの法律又はこれに基づく労働省令の規定（これらの規定を準用する他の法律又

はこれに基づく労働省令の規定を含む。以下同じ。）により都道府県労働局長が行

うこととなるものは、地方分権推進整備法の施行の日以後における改正後のそれぞ

れの法律又はこれに基づく労働省令の適用については、改正後のそれぞれの法律又

はこれに基づく労働省令の相当規定により都道府県労働局長がした処分等の行為

又は都道府県労働局長に対してされた申請等の行為とみなす。 

 

第三条 この省令の施行前に改正前のそれぞれの省令の規定によりされた処分等の

行為又はこの省令の施行の際現に改正前のそれぞれの省令の規定によりされてい

る申請等の行為で、この省令の施行の日においてこれらの行為に係る行政事務を行

うべき者が異なることとなるものは、この省令の施行の日以後における改正後のそ

れぞれの省令の適用については、改正後のそれぞれの省令の相当規定によりされた

処分等の行為又は申請等の行為とみなす。 

 

第四条 この省令の施行前に改正前のそれぞれの省令の規定により国又は地方公共

団体の機関又は職員に対して報告、届出、提出その他の手続をしなければならない

事項で、この省令の施行の日前にその手続がされていないものについては、これを

改正後のそれぞれの省令の相当規定により国又は地方公共団体の相当の機関又は

職員に対して報告、届出、提出をしなければならない事項についてその手続がされ

ていないものとみなして、この省令による改正後のそれぞれの省令の規定を適用す

る。 

 

第六条 この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改正

前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等は、この省令による改正後のそれ

ぞれの省令に定める相当様式による申請書等とみなす。 

 

第七条 この省令の施行の際、現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令に

定める様式による申請書等の用紙は、当分の間、必要な改定をした上、使用するこ

とができる。 

 

   附 則 （平成一二年三月三一日労働省令第一六号） 
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 この省令は、平成十二年四月一日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成一二年一〇月三一日労働省令第四一号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、内閣法の一部を改正する法律（平成十一年法律第八十八号）の

施行の日（平成十三年一月六日）から施行する。 

 

   附 則 （平成一三年九月二七日厚生労働省令第一九二号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十三年十月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一三年一一月一六日厚生労働省令第二一二号） 抄 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成一五年三月二〇日厚生労働省令第三九号） 

 

 

（施行期日） 

１ この省令は、平成十五年三月二十四日から施行する。 

（経過措置） 

２ この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式による用紙について

は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 

 

   附 則 （平成一五年一二月一九日厚生労働省令第一七五号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十六年三月三十一日から施行する。 

 

第九条 第十五条の規定による改正前の作業環境測定法施行規則（以下「旧作環則」

という。）第四十九条に基づき提出しなければならないとされている報告書のうち、

施行日前に行われた講習又は研修に係る報告書については、なお従前の例による。 

 

第十条 旧作環則第五十条の規定に基づき保存しなければならないとされている帳

簿のうち、施行日前に記載された帳簿については、なお従前の例による。 

 

（様式に関する経過措置） 
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第十一条 この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改

正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等は、この省令による改正後のそ

れぞれの省令に定める相当様式による申請書等とみなす。 

 

第十二条 この省令の施行の際現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令

に定める様式による申請書等の用紙は、当分の間、必要な改定をした上、使用する

ことができる。 

 

   附 則 （平成一六年三月一日厚生労働省令第二三号） 

 

 この省令は、公布の日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成一七年二月二四日厚生労働省令第二一号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十七年七月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年三月七日厚生労働省令第二五号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、不動産登記法の施行の日（平成十七年三月七日）から施行する。 

 

   附 則 （平成一七年一二月一日厚生労働省令第一七〇号） 

 

 この省令は、平成十七年十二月一日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成一八年一月五日厚生労働省令第一号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十八年四月一日から施行する。 

 

（様式に関する経過措置） 

第十一条 この省令の施行の際現に提出され又は交付されているこの省令による改

正前のそれぞれの省令に定める様式による申請書等は、この省令による改正後のそ

れぞれの省令に定める相当様式による申請書等とみなす。 

 

第十二条 この省令の施行の際現に存するこの省令による改正前のそれぞれの省令

に定める様式による申請書等の用紙は、当分の間、必要な改定をした上、使用する

ことができる。 
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（罰則の適用に関する経過措置） 

第十三条 施行日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （平成一八年三月三一日厚生労働省令第七五号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律の一部を改正する

法律（以下「平成十七年改正法」という。）及び臨床検査技師、衛生検査技師等に

関する法律施行令の一部を改正する政令の施行の日（平成十八年四月一日）から施

行する。 

 

（作業環境測定法施行規則の一部改正に伴う経過措置） 

第十条 平成十七年改正法附則第三条第一項に規定する者については、前条の規定に

よる改正前の作業環境測定法施行規則第十七条第十一号の規定は、なおその効力を

有する。この場合において、同号中「臨床検査技師、衛生検査技師等に関する法律

第二条第二項に規定する衛生検査技師」とあるのは、「臨床検査技師、衛生検査技

師等に関する法律の一部を改正する法律（平成十七年法律第三十九号）附則第三条

第一項に規定する者」とする。 

 

   附 則 （平成一八年八月二日厚生労働省令第一四七号） 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令の施行の日（平成

十八年九月一日）から施行する。 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第八条 この省令の施行の日前にした行為及び附則第四条の規定によりなおその効

力を有することとされる場合におけるこの省令の施行後にした行為に対する罰則

の適用については、なお従前の例による。 

 

   附 則 （平成一九年三月三〇日厚生労働省令第四三号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成十九年四月一日から施行する。 

 

（助教授の在職に関する経過措置） 

第二条 この省令による改正後の次に掲げる省令の規定の適用については、この省令

の施行前における助教授としての在職は、准教授としての在職とみなす。 

一 児童福祉法施行規則第六条の十五第一号 

二 クリーニング業法施行規則第三条の五第一号 
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三 水道法施行規則第十四条の四第一項第二号イ及び第四十条第一号 

四 調理師法施行規則第十四条の八第一号 

五 社会保険労務士法施行規則第二十六条第一号 

六 建築物における衛生的環境の確保に関する法律施行規則第十九条の五第一号、第

二十五条の四第一項第一号ロ（１）、第二号ロ（１）及び第三号ハ（１）、第二十

六条の二第二項第一号ロ（１）及び第二号ロ（１）、第二十六条の四第二項第一号

ロ（１）、第二号ロ（１）及び第三号ハ（１）、第二十八条の二第二項第一号ロ（１）、

第二号ロ（１）及び第三号ハ（１）、第二十八条の四第二項第一号ロ（１）、第二

号ロ（１）及び第三号ハ（１）、第二十九条の二第二項第一号ロ（１）、第二号ロ

（１）及び第三号ハ（１）並びに第三十条の二第二項第一号ロ（１）、第二号ロ（１）、

第三号ロ（１）及び第四号ロ（１） 

七 労働安全衛生規則第十四条第二項第四号及び様式第三号（裏面）別表 

八 登録製造時等検査機関等に関する規則第三十条第一号及び別表 

九 作業環境測定法施行規則第五条第一項第二号イ及び第三十四条第一号 

十 社会福祉士及び介護福祉士法に基づく指定試験機関及び指定登録機関に関する

省令第七条第一号及び第二十三条の表筆記試験の項の下欄第一号 

十一 理容師法に基づく指定試験機関及び指定登録機関に関する省令第四条第一号 

十二 美容師法に基づく指定試験機関及び指定登録機関に関する省令第四条第一号 

十三 精神保健福祉士法に基づく指定試験機関及び指定登録機関に関する省令第七

条第一号 

十四 職業能力開発促進法施行規則第四十八条の二第二項第三号並びに同条第三項

第五号及び第六号 

十五 臨床工学技士法施行規則第二十四条第一号 

十六 義肢装具士法施行規則第二十四条第一号 

十七 歯科衛生士法に基づく指定登録機関及び指定試験機関に関する省令第十六条

第一号 

十八 あん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師等に関する法律に基づく指定試験

機関及び指定登録機関に関する省令第七条第一号 

十九 柔道整復師法に基づく指定登録機関及び指定試験機関に関する省令第十六条

第一号 

二十 救急救命士法に基づく指定登録機関及び指定試験機関に関する省令第十六条

第一号 

二十一 言語聴覚士法に基づく指定登録機関及び指定試験機関に関する省令第十六

条第一号 

 

   附 則 （平成二〇年一一月一二日厚生労働省令第一五八号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成二〇年一一月二八日厚生労働省令第一六三号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この省令は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律の施行の日（平成

二十年十二月一日）から施行する。 

 

   附 則 （平成二一年三月三〇日厚生労働省令第五五号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十一年三月三十一日から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この省令の施行の際現に次の表の上欄に掲げる講習を行っている者又は同

欄に掲げる指定を受けている者は、この省令の施行の日の翌日から起算して六月を

経過する日までの間は、同表の中欄に掲げる登録を受けている者とみなす。この場

合において、同表の下欄に掲げる規定は適用しない。 

平成二十一年厚生労働省告示第百三十二号（安全衛生推進者等の選任に関する基準の

一部を改正する件）による改正前の安全衛生推進者等の選任に関する基準（昭和六

十三年労働省告示第八十号。以下「旧選任基準」という。）本則第四号の講習（安

全衛生推進者に係るものに限る。）第一条の規定による改正後の労働安全衛生規則

（昭和四十七年労働省令第三十二号。以下「新安衛則」という。）第十二条の三第

一項の登録（労働安全衛生法及びこれに基づく命令に係る登録及び指定に関する省

令（昭和四十七年労働省令第四十四号。以下「登録省令」という。）第一条の二第

一項第一号の区分に係るものに限る。）登録省令第一条の二の五第一項から第三項

まで及び第一条の二の七 

旧選任基準本則第四号の講習（衛生推進者に係るものに限る。）新安衛則第十二条の

三第一項の登録（登録省令第一条の二第一項第二号の区分に係るものに限る。） 

平成二十一年厚生労働省告示第百二十九号（作業環境測定基準の一部を改正する件）

による改正前の作業環境測定基準（昭和五十一年労働省告示第四十六号。以下「旧

測定基準」という。）第二条第三項第一号の指定第七条の規定による改正後の粉じ

ん障害防止規則（昭和五十四年労働省令第十八号。以下「新粉じん則」という。）

第二十六条第三項の登録登録省令第十九条の二十四の八 

平成二十一年厚生労働省告示第百二十四号（発破技士免許試験規程の一部を改正する

件）による改正前の発破技士免許試験規程（昭和四十七年労働省告示第九十七号）

第四条の発破実技講習新安衛則別表第五の四の表受験資格の欄第三号の登録登録

省令第十九条の二十四の二十一第一項から第三項まで及び第十九条の二十四の二

十三 

平成二十一年厚生労働省告示第百二十六号（ボイラー技士、ボイラー溶接士及びボイ

ラー整備士免許規程の一部を改正する件）による改正前のボイラー技士、ボイラー

溶接士及びボイラー整備士免許規程（昭和四十七年労働省告示第百十六号。以下「旧

ボイラー規程」という。）第三条第二号のボイラー実技講習第二条の規定による改

正後のボイラー及び圧力容器安全規則（昭和四十七年労働省令第三十三号。以下「新

ボイラー則」という。）第百一条第三号ニの登録登録省令第十九条の二十四の三十

六第一項から第三項まで及び第十九条の二十四の三十八 
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第五条の規定による改正前の労働安全コンサルタント及び労働衛生コンサルタント

規則（昭和四十八年労働省令第三号。以下「旧コンサルタント則」という。）第二

条第七号の安全に関する講習第五条の規定による改正後の労働安全コンサルタン

ト及び労働衛生コンサルタント規則（以下「新コンサルタント則」という。）第二

条第七号の登録登録省令第二十五条の八第一項から第三項まで及び第二十五条の

十 

旧コンサルタント則第十一条第十号の衛生に関する講習新コンサルタント則第十一

条第十号の登録 

平成二十一年厚生労働省告示第百四十七号（昭和五十六年労働省告示第五十六号を廃

止する件）による廃止前の昭和五十六年労働省告示第五十六号（労働安全衛生規則

別表第九資格の欄の規定に基づき厚生労働大臣が定める研修を定める件。以下「旧

研修告示」という。）第一条第三号の指定新安衛則別表第九別表第七の上欄第十号

に掲げる機械等に係る工事の項第一号ロ及び別表第七の上欄第十二号に掲げる機

械等に係る工事の項第一号ロの登録登録省令第五十七条第一項から第三項まで及

び第五十九条 

旧研修告示第二条第二号において準用する旧研修告示第一条第三号の指定新安衛則

別表第九第八十九条の二第一号に掲げる仕事及び第九十条第一号に掲げる仕事の

うち建設の仕事（ダムの建設の仕事を除く。）の項第一号ロ及び第八十九条の二第

二号から第六号までに掲げる仕事及び第九十条第一号から第五号までに掲げる仕

事（同条第一号に掲げる仕事にあつてはダムの建設の仕事に、同条第二号、第二号

の二及び第三号に掲げる仕事にあつては建設の仕事に限る。）の項第一号ハの登録 

第六条の規定による改正前の作業環境測定法施行規則（昭和五十年労働省令第二十号。

以下「旧作環則」という。）第十七条第二号の講習第六条の規定による改正後の作

業環境測定法施行規則（以下「新作環則」という。）第十七条第二号の厚生労働大

臣の登録新作環則第十七の六第一項から第三項まで及び第十七条の八 

旧作環則第十七条第十六号の講習新作環則第十七条第十六号の厚生労働大臣の登録 

 

 

２ この省令の施行の際現に旧作環則第五条の二第一項の認定を受けている同項に

規定する大学等（以下この項において単に「大学等」という。）は、この省令の施

行の日の翌日から起算して一年を経過する日までの間は、新作環則第五条の二の登

録を受けている大学等とみなす。この場合において、新作環則第五条の七第二項中

「毎事業年度開始前に」とあるのは「事業年度開始後遅滞なく」と読み替えるもの

とする。 

３ この省令の施行の際現に次の表の上欄に掲げる研修を行っている者、同欄に掲げ

る指定を受けている者又は同欄に掲げる講習を行っている者は、同表の下欄に掲げ

る指定を受けている者とみなす。この場合において、登録省令第一条の二の十九第

一項中「産業医研修の業務の開始前」とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」

と、登録省令第一条の二の二十第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎事業年度（平

成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を受けた日の属

する事業年度にあつては、その指定を受けた後」とあるのは「平成二十一年三月三

十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始後」と、登録

省令第一条の二の三十四第一項中「産業医実習の業務の開始前」とあるのは「平成

二十一年九月三十日まで」と、登録省令第一条の二の三十五第一項中「毎事業年度」
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とあるのは「毎事業年度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」

と、「指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後」とある

のは「平成二十一年三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該

事業年度開始後」と、登録省令第二十五条の二十三第一項中「筆記試験免除講習の

業務の開始前」とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」と、登録省令第二十五

条の二十四第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎事業年度（平成二十一年三月三

十一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を受けた日の属する事業年度にあ

つては、その指定を受けた後」とあるのは「平成二十一年三月三十一日の属する事

業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始後」と、登録省令第七十二条第

一項中「労働災害防止業務従事者講習の業務の開始前」とあるのは「平成二十一年

九月三十日まで」と、登録省令第七十三条第一項中「毎事業年度」とあるのは「毎

事業年度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度を除く。）」と、「指定を

受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受けた後」とあるのは「平成二

十一年三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあつては、当該事業年度開始

後」と、登録省令第八十六条第一項中「就業制限業務従事者講習の業務の開始前」

とあるのは「平成二十一年九月三十日まで」と、登録省令第八十七条第一項中「毎

事業年度」とあるのは「毎事業年度（平成二十一年三月三十一日の属する事業年度

を除く。）」と、「指定を受けた日の属する事業年度にあつては、その指定を受け

た後」とあるのは「平成二十一年三月三十一日の属する事業年度の翌事業年度にあ

つては、当該事業年度開始後」と読み替えるものとする。 

第一条の規定による改正前の労働安全衛生規則（以下「旧安衛則」という。）第十四

条第二項第一号の厚生労働大臣が定める研修新安衛則第十四条第二項第一号の指

定 

旧安衛則第十四条第二項第二号の指定新安衛則第十四条第二項第二号の指定 

旧コンサルタント則第十三条第一項の表医師国家試験合格者又は歯科医師国家試験

合格者の項の講習新コンサルタント則第十三条第一項の表第十一条第二号又は第

三号に掲げる者の項の指定 

平成二十一年厚生労働省告示第百二十八号（労働安全コンサルタント及び労働衛生コ

ンサルタント規程の一部を改正する件）による改正前の労働安全コンサルタント及

び労働衛生コンサルタント規程（昭和四十八年労働省告示第三十七号。以下「旧コ

ンサルタント規程」という。）第四条の表前条第三号又は第四号に掲げる者の項の

講習 

労働安全衛生法（昭和四十七年法律第五十七号。以下「法」という。）第九十九条の

二第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十号（労働災害防止業務従事

者労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前の労働災害防止業務従事

者労働災害再発防止講習規程（平成四年労働省告示第八十号。以下「旧労働災害防

止業務従事者労働災害再発防止講習規程」という。）第一条に規定する者に対する

同項の講習に係るものに限る。）法第九十九条の二第一項の指定（登録省令第六十

八条第一項第一号に規定する総括安全衛生管理者等に対する講習に係るものに限

る。） 

法第九十九条の二第一項の指定（旧労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習規

程第二条に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）法第九十九条の二

第一項の指定（登録省令第六十八条第一項第二号に規定する安全管理者等に対する

講習に係るものに限る。） 

64



法第九十九条の二第一項の指定（旧労働災害防止業務従事者労働災害再発防止講習規

程第三条に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）法第九十九条の二

第一項の指定（登録省令第六十八条第一項第三号に規定する統括安全衛生責任者等

に対する講習に係るものに限る。） 

法第九十九条の三第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十一号（クレー

ン・デリック運転士等労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前のク

レーン・デリック運転士等労働災害再発防止講習規程（平成四年労働省告示第八十

一号。以下「旧クレーン・デリック運転士等労働災害再発防止講習規程」という。）

第一条に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）法第九十九条の三第

一項の指定（登録省令第八十二条第一項第一号に規定するクレーン運転士等に対す

る講習に係るものに限る。） 

法第九十九条の三第一項の指定（旧クレーン・デリック運転士等労働災害再発防止講

習規程第二条に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）法第九十九条

の三第一項の指定（登録省令第八十二条第一項第二号に規定する移動式クレーン運

転士等に対する講習に係るものに限る。） 

法第九十九条の三第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十二号（車両系

建設機械運転業務従事者労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前の

車両系建設機械運転業務従事者労働災害再発防止講習規程（平成四年労働省告示第

八十二号）本則に規定する者に対する同項の講習に係るものに限る。）法第九十九

条の三第一項の指定（登録省令第八十二条第一項第三号に規定する車両系建設機械

運転業務従事者に対する講習に係るものに限る。） 

法第九十九条の三第一項の指定（平成二十一年厚生労働省告示第百五十三号（玉掛業

務従事者労働災害再発防止講習規程を廃止する件）による廃止前の玉掛業務従事者

労働災害再発防止講習規程（平成四年労働省告示第八十三号）本則に規定する者に

対する同項の講習に係るものに限る。）法第九十九条の三第一項の指定（登録省令

第八十二条第一項第四号に規定する玉掛業務従事者に対する講習に係るものに限

る。） 

 

 

４ この省令の施行前に次の表の上欄に掲げる講習、研修、実習又は科目を修了した

者は、それぞれ同表の下欄に掲げる講習、研修、実習又は科目を修了した者とみな

す。 

旧選任基準本則第四号の講習（安全衛生推進者に係るものに限る。）新安衛則第十二

条の三第一項の講習（登録省令第一条の二第一項第一号に係るものに限る。） 

旧選任基準本則第四号の講習（衛生推進者に係るものに限る。）新安衛則第十二条の

三第一項の講習（登録省令第一条の二第一項第二号に係るものに限る。） 

旧安衛則第十四条第二項第一号の厚生労働大臣が定める研修新安衛則第十四条第二

項第一号の厚生労働大臣の指定する者が行う研修 

旧安衛則第十四条第二項第二号の実習新安衛則第十四条第二項第二号の実習 

旧安衛則別表第五の四の表受験資格の欄第三号の発破実技講習新安衛則別表第五の

四の表受験資格の欄第三号の発破実技講習 

旧ボイラー規程第三条第二号のボイラー実技講習新ボイラー則第百一条第三号ニの

ボイラー実技講習 
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旧コンサルタント則第二条第七号の安全に関する講習新コンサルタント則第二条第

七号の安全に関する講習 

旧コンサルタント則第十一条第十号の衛生に関する講習新コンサルタント則第十一

条第十号の衛生に関する講習 

旧コンサルタント則第十三条第一項の表医師国家試験合格者又は歯科医師国家試験

合格者の項の講習新コンサルタント則第十三条第一項の表第十一条第二号又は第

三号に掲げる者の項の講習 

旧コンサルタント規程第四条の表前条第三号又は第四号に掲げる者の項の講習 

旧安衛則別表第九別表第七の上欄第十号に掲げる機械等に係る工事の項第一号ロ及

び別表第七の上欄第十二号に掲げる機械等に係る工事の項第一号ロの研修新安衛

則別表第九別表第七の上欄第十号に掲げる機械等に係る工事の項第一号ロ及び別

表第七の上欄第十二号に掲げる機械等に係る工事の項第一号ロの研修 

旧安衛則別表第九第八十九条の二第一号に掲げる仕事及び第九十条第一号に掲げる

仕事のうち建設の仕事（ダムの建設の仕事を除く。）の項第一号ロ及び第八十九条

の二第二号から第六号までに掲げる仕事及び第九十条第一号から第五号までに掲

げる仕事（同条第一号に掲げる仕事にあつてはダムの建設の仕事に、同条第二号、

第二号の二及び第三号に掲げる仕事にあつては建設の仕事に限る。）の項第一号ハ

の研修新安衛則別表第九第八十九条の二第一号に掲げる仕事及び第九十条第一号

に掲げる仕事のうち建設の仕事（ダムの建設の仕事を除く。）の項第一号ロ及び第

八十九条の二第二号から第六号までに掲げる仕事及び第九十条第一号から第五号

までに掲げる仕事（同条第一号に掲げる仕事にあつてはダムの建設の仕事に、同条

第二号、第二号の二及び第三号に掲げる仕事にあつては建設の仕事に限る。）の項

第一号ハの研修 

旧作環則第五条の二第一項の厚生労働大臣が指定する科目新作環則第五条の五第一

項第一号に規定する該当科目 

旧作環則第十七条第二号の講習新作環則第十七条第二号の講習 

旧作環則第十七条第十六号の講習新作環則第十七条第十六号の講習 

 

 

５ この省令の施行前に受けた旧測定基準第二条第三項第一号の規定による較正は、

新粉じん則第二十六条第三項の規定による較正とみなす。 

 

   附 則 （平成二一年三月三一日厚生労働省令第七〇号） 

 

 この省令は、平成二十一年四月一日から施行する。 

 

 

   附 則 （平成二四年六月二九日厚生労働省令第九七号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十四年七月九日から施行する。 

 

   附 則 （平成二四年一〇月一日厚生労働省令第一四三号） 抄 
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（施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十五年一月一日から施行する。 

 

（罰則の適用に関する経過措置） 

第十条 この省令の施行の日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

 

   附 則 （平成二五年一月九日厚生労働省令第三号） 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十五年四月一日から施行する。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第二条 この省令の施行の日前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前

の例による。 

 

   附 則 （平成二五年四月一二日厚生労働省令第五七号） 抄 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、平成二十五年七月一日から施行する。 

 

   附 則 （平成二五年七月八日厚生労働省令第八九号） 

 

 

（施行期日） 

第一条 この省令は、原子力規制委員会設置法附則第一条第四号に掲げる規定の施行

の日（平成二十五年七月八日）から施行する。 

 

（経過措置） 

第二条 この省令の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 

 

 

別表 作業場の種類 （第三条―第五条、第六条、第十六条、第十七条、第五十一条

の八、第五十二条、第五十四条、第五十九条、第六十一条関係） 

一 粉じん障害防止規則（昭和五十四年労働省令第十八号）第二条第一項第三号の特

定粉じん作業を行う屋内作業場又は労働安全衛生法施行令（昭和四十七年政令第三

百十八号）第六条第二十三号に規定する石綿等を取り扱い、若しくは試験研究のた

め製造する屋内作業場 

二 電離放射線障害防止規則第五十三条第二号に掲げる放射性物質取扱作業室 

67



三 労働安全衛生法施行令別表第三第一号若しくは第二号に掲げる特定化学物質（次

号に掲げる物を除く。）を製造し、若しくは取り扱う屋内作業場又はコークス炉上

において若しくはコークス炉に接してコークス製造の作業を行う場合の当該作業

場 

四 労働安全衛生法施行令別表第三第一号６に掲げる物若しくは同号８に掲げる物

で同号６に係るもの若しくは同表第二号３の２、１０、１１、１３、１３の２、２

１、２２、２３の２、２７の２若しくは３３に掲げる物若しくは特定化学物質障害

予防規則（昭和四十七年労働省令第三十九号）別表第一第三号の二、第十号、第十

一号、第十三号、第十三号の二、第二十一号、第二十二号、第二十三号の二、第二

十七号の二若しくは第三十三号に掲げる物を製造し、若しくは取り扱う屋内作業場

又は労働安全衛生法施行令別表第四第一号から第八号まで、第十号若しくは第十六

号に掲げる鉛業務（遠隔操作によつて行う隔離室におけるものを除く。）を行う屋

内作業場 

五 労働安全衛生法施行令別表第六の二第一号から第四十七号までに掲げる有機溶

剤に係る有機溶剤中毒予防規則（昭和四十七年労働省令第三十六号）第一条第一項

第六号に規定する有機溶剤業務のうち同令第三条第一項の場合における同項の業

務以外の業務を行う屋内作業場 
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試験実施年度 区分
Ａ 70 2,145 1,078 50.3 127 8.5 53
Ｂ 50 655 410 62.6 109 3.8 48
Ａ 70 1,760 818 46.5 159 5.1 83
Ｂ 50 559 314 56.2 94 3.3 52
Ａ 80 1,679 756 45.0 152 5.0 89
Ｂ 40 448 254 56.7 82 3.1 46
Ａ 70 1,570 766 48.8 126 6.1 87
Ｂ 30 322 190 59.0 63 3.0 40
Ａ 70 1,547 814 52.6 123 6.6 85
Ｂ 30 325 207 63.7 55 3.8 30
Ａ 70 2,257 1,252 55.5 111 11.3 63
Ｂ 30 472 305 64.6 55 5.5 32
Ａ 65 2,954 1,662 56.3 115 14.5 68
Ｂ 25 631 405 64.2 42 9.6 22
Ａ 65 3,463 1,945 56.2 115 16.9 76
Ｂ 25 734 463 63.1 42 11.0 27
Ａ 65 3,937 2,172 55.2 113 19.2 79
Ｂ 25 956 572 59.8 39 14.7 23
Ａ 65 3,793 2,049 54.0 100 20.5 60
Ｂ 25 821 492 59.9 40 12.3 27
Ａ 65 3,194 1,614 50.5 105 15.4 68
Ｂ 25 803 462 57.5 37 12.5 23
Ａ 65 4,585 2,085 45.5 99 21.1 61
Ｂ 25 1,219 675 55.4 40 16.9 19
Ａ 60 4,157 1,780 42.8 98 18.2 61
Ｂ 25 1,133 556 49.1 44 12.6 25
Ａ 60 4,080 2,024 49.6 98 20.7 59
Ｂ 25 1,065 608 57.1 44 13.8 21
Ａ 60 4,128 2,217 53.7 98 22.6 61
Ｂ 25 1,136 655 57.7 49 13.4 22
Ａ 60 5,021 2,256 44.9 97 23.3 61
Ｂ 25 1,113 649 58.3 51 12.7 28
Ａ 60 5,527 2,454 44.4 96 25.6 64
Ｂ 25 1,316 768 58.4 51 15.1 16
Ａ 60 4,769 2,110 44.2 95 22.2 65
Ｂ 25 1,214 711 58.6 49 14.5 22
Ａ 50 3,686 1,740 47.2 86 20.2 55
Ｂ 20 950 573 60.3 41 14.0 11
Ａ 50 2,473 1,054 42.6 75 14.1 40
Ｂ 20 647 377 58.3 56 6.7 20
Ａ 75 2,479 1,103 44.5 121 9.1 76
Ｂ 25 623 364 58.4 71 5.1 23
Ａ 90 2,839 1,383 48.7 151 9.2 79
Ｂ 20 651 416 63.9 65 6.4 17

Ａ
100
(73) 3,429 1,787 52.1 128 14.0 62

Ｂ
20

（15) 738 504 68.3 49 10.3 14

Ａ
100
(74) 3,439 1,795 52.2 150 12.0 80

Ｂ
20

（16) 736 497 67.5 63 7.9 21

Ａ
115
(36) 4,028 1,524 37.8 70 21.8 34

Ｂ
25

(10) 957 504 52.7 29 17.4 11

Ａ 125 3,071 1,220 39.7 259 4.7 156

Ｂ 55 902 448 49.7 142 3.2 54
平成２５年 180 3,973 1,668 42.0 401 4.2 210

80

10.9

7.6

8.3

12.9

10.8

192

216

平成１６年

45140
（46）

120
（88）

120
（90）

平成２２年

平成２３年

4,167

  ※2  平成２２年、２３年、２４年の募集者数の括弧内は、採用抑制後の採用予定者数を記したもの

　※1　採用者数は、
　　　　　①当該年度試験の合格者のうち採用を承諾した者
　　　　　②前年度保留者のうち翌年度に採用を承諾した者
　　　　を合算したもの

101

87

66

60

99

96

76

3,490

平成１７年

平成１８年

平成１９年

平成２０年

平成２１年

47.3

51.5

55.0

平成２４年 4,985 2,028 40.7 99 20.5

95

90

103

102

87

91

18.2

16.5

18.5

19.5

19.6

21.9

19.6

13.2

15.3

18.1

18.2

14.6

19.9 80

86

80

83

89

49.9

45.9

144

147

148

147

127

131

51.9

47.6

44.2

51.2

54.6

47.4

47.1

47.2

142

139

142

142

1,467

1,799

2,076

2,760

2,336

2,632

6,843

5,983

4,636

3,120

3,102

2,821

2,313

1,431

2,872

2,905

3,222

平成１４年

平成１５年

平成５年

平成６年

平成７年

平成８年

平成９年

5,145

5,264

6,134

平成１０年

平成１１年

平成１２年

平成１３年

90

90

90

85

3,997

5,804

5,290

9.4

4,614

157

157

4,893

57.7

57.4

56.1

55.1

152

2,408

2,744

2,541 140

2,729 1,557 57.1 166

3,585

4,197

2,067

4,175

2,291

2,292 213

177

54.9

平成４年 1,872 1,021 54.5 178

85

85

85

85

85

70

70

100

110

100

90

90

90

115100

平成元年 2,319 1,132 48.8 253 4.5 135120

平成２年 2,127 1,010 47.5 234 4.3 135120

5.7

労働基準監督官採用試験実施状況             (別添２）

平成３年 1,892 956 50.5 189 5.1 127100

2,800 1,488 53.1 236 6.3 101120昭和63年

募集者数（人） 受験者数（人） 受験率（％） 最終合格者数（人） 採用者数※1（人）実質倍率受験申込者数（人）
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基発１２２７第４号

平成２２年１２月２７日

都道府県労働局長 殿

労 働 基 準 局 長

（公 印 省 略）

都道府県労働局安全衛生労使専門家会議の設置について

労働災害の発生状況については、安全衛生行政及び事業者による自主的な安全衛生活動

への取組みもあり、労働災害が多発していた昭和３０年代後半と比較して、死亡者数が約

６，０００人から約１，０００人へ、死傷災害についても約４０万人から約１１万人へと

大幅に減少しているところである。

しかしながら、近年はその減少率が鈍化しており、これまでと同様の手法で現場実態を

、 、 「 」把握し 安全衛生施策を展開していくだけでは 本年６月に閣議決定された 新成長戦略

の改革工程表に定める「２０２０年までに労働災害を３０％削減する」との目標の達成が

困難になることも予想されるところであり、これまで以上に効果的、効率的な行政の展開

が求められているところである。

このため、都道府県労働局に労働現場や安全衛生に詳しい専門家で構成する「都道府県

労働局安全衛生労使専門家会議 （以下「専門家会議」という ）を設置し、地域における」 。

労働災害防止対策、労働者の健康確保対策の進め方等について意見を聴取し、その結果を

都道府県労働局が策定する安全衛生に係る諸対策等に反映させていくこととしたので、下

記に留意の上、遺漏なきを期されたい。

記

１ 安全衛生専門家会議の設置について

（１）趣旨

都道府県労働局が推進する安全衛生施策について、現場実態を踏まえたより効果的

かつ効率的なものとするため、労働現場や安全衛生に詳しい専門家で構成する会議を

設置し、地域における労働災害防止対策、労働者の健康確保対策の進め方等について

、 。意見を聴取し その結果を地域の安全衛生に係る諸対策に反映させていくこととする

（２）名称等

専門家会議の名称は 「○○労働局安全衛生労使専門家会議」とすること。、
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また、委員の名称は「○○労働局安全衛生専門委員 （以下「委員」という ）とす」 。

ること。

（３）委員の構成及び委嘱等

委員は、労働組合及び使用者団体が推薦する現場実態に詳しい専門家、リスクアセ

スメントやメンタルヘルス等に詳しい労働安全・衛生コンサルタントや産業保健分野

に精通した医師等で構成すること。

なお、委員の任期は２年とし、都道府県労働局長が別紙１の委嘱状により委嘱する

こと。

また、都道府県労働局ごとの委員の人数は、別紙２の範囲で委嘱することを原則と

し、労働組合及び使用者団体の推薦者についても同数を原則とすること。

（４）議事等

専門家会議においては、地域の現場実態を知る委員から、以下の事項について意見

聴取等を行うこと。

ア 労働災害の再発防止策の検討等労働災害の防止に関すること

イ リスクアセスメントの普及促進に関すること

ウ 職場におけるメンタルヘルス対策に関すること

エ 労働者の自殺防止対策に関すること

オ 過重労働による健康障害防止に関すること

カ 職場における受動喫煙防止対策に関すること

キ 石綿等による職業性疾病の予防に関すること

ク 安全衛生行政と地方自治体、関係団体等との連携に関すること

ケ その他（現場に対する安全衛生パトロールの実施、集団指導への参画等）

（５）開催回数

開催回数については、年間２回を目安とするが、委員やその推薦団体の意向等各局

の事情を考慮の上、増減して差し支えないこと。

なお、現場に対するパトロールの実施をもって専門家会議の開催として差し支えな

いこと。

（６）開催時期等

専門家会議の開催時期は、各局の事情等を考慮の上、適切な時期に開催すること。

なお、現場に対するパトロールの開催時期についても同様とするが、全国安全週間

や全国労働衛生週間等の行事に併せて行うことが考えられること。

（７）専門家会議の議事進行

専門家会議は、地方労働審議会と異なり、特定の事案について議決を行う機関では

ないことから、議事を総理する会長等は設置しないものであること。議事の進行は都

道府県労働局が行い、上記（４）の事項について情報提供及び意見の聴取等を行うこ
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と。

（８）設置要綱等

以上をまとめた設置要綱（例）を別紙３により添付するので、第１回の専門家会議

において、委員から設置要綱の了承を得ること。

２ その他

（１）委員の報酬等について

委員の謝金については、別途指示するところにより支給すること。また、専門家会

議やパトロール参加のための旅費についても、行政経費から支出すること。

（２）委員の身分について

委員については、国の任命権者（都道府県労働局長）によって任命され、国の事務

に従事し、その業務に見合う報酬を給付することから、非常勤の国家公務員であるこ

と。

（３）専門家会議と地方労働審議会の関係について

専門家会議は、現場実態に詳しい専門家から安全衛生に特化した意見を聴取等する

ものである。

一方、地方労働審議会（労働災害防止部会）は公労使のそれぞれの代表の立場から

雇用、労働条件、均等待遇等について審議いただくものである。

したがって、両者は、議事内容、委員の立場（専門家と公労使代表 、委員の現場）

実態に対する知見（専門性）等が異なるものであること。
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別紙１

委 嘱 状

○ ○ ○ ○ 殿

平成２２年１２月２７日付け基発１２２７第４号「都道

府県労働局安全衛生労使専門家会議の設置について」に基

づき、貴殿を平成○○年○○月○○日までの間、○○労働

局安全衛生専門委員として委嘱する。

平成○○年○○月○○日

○○労働局長 印
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人数（人）
北海道 12
青　森 10
岩　手 10
宮　城 12
秋　田 10
山　形 10
福　島 10
茨　城 10
栃　木 10
群　馬 10
埼　玉 10
千　葉 10
東　京 16
神奈川 12
新　潟 12
富　山 10
石　川 10
福　井 10
山　梨 10
長　野 10
岐　阜 10
静　岡 12
愛　知 14
三　重 10
滋　賀 10
京　都 12
大　阪 14
兵　庫 12
奈　良 10
和歌山 10
鳥　取 10
島　根 10
岡　山 10
広　島 12
山　口 10
徳　島 10
香　川 10
愛　媛 10
高　知 10
福　岡 12
佐　賀 10
長　崎 10
熊　本 10
大　分 10
宮　崎 10
鹿児島 10
沖　縄 10
合　計 502

都道府県労働局別安全衛生専門委員数（別紙２）
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別添３

都道府県労働局安全衛生労使専門家会議の設置について（例）

１ 設置

都道府県労働局が推進する安全衛生施策を現場実態を踏まえたより効果的かつ効率的

なものとするため、労働現場や安全衛生に詳しい専門家で構成する会議を設置し、地域

における労働災害防止対策、労働者の健康確保対策の進め方等について意見を聴取し、

その結果を地域の安全衛生に係る諸対策に反映させていくこととする。

２ 名称

名称は 「○○労働局安全衛生労使専門家会議」とする。、

会議の構成員の名称は「○○労働局安全衛生専門委員 （以下「委員」という ）と」 。

し、都道府県労働局長が委嘱する。

３ 構成

委員は、以下の者で構成する。

（１）労働組合推薦者

（２）使用者団体推薦者

（３）その他労働局長が必要と認める者（労働安全・衛生コンサルタント、産業保健分野

に精通した医師等）

４ 議事等

会議においては、現場実態を知る専門家の立場から、以下の事項について意見を聴取

する。会議で出された意見については、地域の安全衛生施策を現場実態を踏まえたより

効果的かつ効率的なものとするために活用する。

（１）労働災害の再発防止策の検討等労働災害の防止に関すること

（２）リスクアセスメントの普及促進に関すること

（３）職場におけるメンタルヘルス対策に関すること

（４）労働者の自殺防止対策に関すること

（５）過重労働による健康障害防止に関すること

（６）職場における受動喫煙防止対策に関すること

（７）石綿等による職業性疾病の予防に関すること

（８）安全衛生行政と地方自治体、関係団体等との連携に関すること

（９）その他（現場に対する安全衛生パトロールの実施、集団指導への参画等）
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